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平成26年11月26日（水曜日）

午前９時58分再開

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成26年度宮崎県一般会計補正

予算（第３号）

○議案第６号 宮崎県行政手続条例の一部を改

正する条例

○議案第７号 宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する

条例

○議案第12号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○議案第13号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○議案第28号 当せん金付証票の発売について

○議案第29号 宮崎県人権教育・啓発推進方針

の変更について

○議案第34号 平成26年度宮崎県一般会計補正

予算（第４号）

○議案第39号 職員の給与に関する条例及び一

般職の任期付職員の採用等に関

する条例の一部を改正する条例

○議案第41号 議会の議員の給与等に関する条

例等の一部を改正する条例

○請願第38号 所得税法第56条の廃止を求める

旨の意見書を国に提出すること

を求める請願

○請願第57-1号 勤務獣医師の人材確保対策等

についての請願

○請願第59号 登記の事務、権限等の地方への

移譲に反対する意見書提出につ

いての請願

○請願第60号 高等学校の公私間格差解消のた

め、私学助成の増額を求める請願

○総合政策及び行財政対策に関する調査

○その他報告事項

・宮崎県総合計画の改定状況について

・宮崎－香港線の就航プレイベントについて

・宮崎県中山間地域振興計画の改定骨子（案）

について

・祖母傾山系周辺地域での大分県と連携したユ

ネスコエコパーク登録への取組について

・フードビジネス人材育成プログラムについて

・防災拠点庁舎整備基本構想（案）について

・今後の行財政改革の取組について

・宮崎県産業廃棄物税条例の施行状況及び今後

の方針等について（環境農林水産常任委員会

報告事項関連）

出席委員（８人）

委 員 長 松 村 悟 郎

副 委 員 長 河 野 哲 也

委 員 福 田 作 弥

委 員 坂 口 博 美

委 員 井 本 英 雄

委 員 十 屋 幸 平

委 員 田 口 雄 二

委 員 有 岡 浩 一

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 橋 本 憲次郎

県参事兼総合政策部次長
永 山 英 也

（政策推進担当）

総合政策部次長
安 田 宏 士

（県民生活担当）
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部参事兼総合政策課長 井 手 義 哉

秘 書 広 報 課 長 片 寄 元 道

広 報 戦 略 室 長 日 高 幹 夫

統 計 調 査 課 長 奥 野 厚 子

総 合 交 通 課 長 奥 野 信 利

中山間･地域政策課長 石 崎 敬 三

フードビジネス
黒 木 義 博

推 進 課 長

生 活 ・ 協 働 ・
村 上 悦 子

男 女 参 画 課 長

交通･地域安全対策監 野 元 猛 敏

文化文教・国際課長 菓子野 信 男

人権同和対策課長 吉 田 信 夫

情 報 政 策 課 長 青出木 和 也

総務部

総 務 部 長 成 合 修

危機管理統括監 金 丸 政 保

総 務 部 次 長
江 藤 修 一

（総務･職員担当）

総 務 部 次 長
日 隈 俊 郎

（財務･市町村担当）

危 機 管 理 局 長
郡 司 宗 則

兼危機管理課長

総 務 課 長 椎 重 明

防災拠点庁舎整備室長 丸 田 勉

部参事兼人事課長 武 田 宗 仁

部参事兼行政経営課長 平 原 利 明

財 政 課 長 阪 本 典 弘

税 務 課 長 鶴 田 安 彦

部参事兼市町村課長 甲 斐 正 文

総務事務センター課長 中 原 順 一

消 防 保 安 課 長 都 原 誠 一

会計管理局

会 計 管 理 者 舟 田 美揮子

会計管理局次長 酒 井 正 英

会 計 課 長 井 上 直 三

人事委員会事務局

事 務 局 長 亀 田 博 昭

総 務 課 長 藪 田 亨

職 員 課 長 山 路 博

監査事務局

事 務 局 長 小八重 英

監 査 第 一 課 長 青 山 新 吾

監 査 第 二 課 長 川 越 雅 文

議会事務局

事 務 局 長 大 坪 篤 史

事務局次長兼総務課長 山 内 武 則

議 事 課 長 亀 澤 保 彦

政 策 調 査 課 長 髙 林 宏 一

事務局職員出席者

政策調査課主査 大 峯 康 則

議事課主任主事 田 代 篤 生

○松村委員長 それでは、ただいまから総務政

策常任委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。

日程案につきましては、お手元に配付のとお

りでありますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 次に、議案第39号「職員の給与

に関する条例及び一般職の任期付職員の採用等

に関する条例の一部を改正する条例」及び議案

第41号「議会の議員の給与等に関する条例等の

一部を改正する条例」に対する人事委員会の意
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見についてでありますが、お手元に配付してあ

ります資料をごらんください。

これは、地方公務員法第５条第２項の規定に

基づき、議会は人事委員会の意見を聞くことと

なっております。その回答でありますので、参

考にお配りしております。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午前９時59分休憩

午前10時１分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案等

について、部長の概要説明をお願いいたします。

○橋本総合政策部長 おはようございます。総

合政策部でございます。本日はよろしくお願い

申し上げます。

お手元の総務政策常任委員会資料を１枚おめ

くりいただいて目次でございます。

今回、お願いしております議案は、まず議案

第７号「宮崎県における事務処理の特例に関す

る条例の一部を改正する条例」についてでござ

います。これは、特定非営利活動促進法、いわ

ゆるＮＰＯ法に基づく、知事の権限に属する事

務の一部を、希望する市町村に移譲するもので

ございまして、今回、移譲市町村の追加を行う

ことから、所要の改正をお願いするものでござ

います。

次に、議案第12号「公の施設の指定管理者の

指定について」でございます。宮崎県男女共同

参画センターにつきましては、指定管理者によ

る管理運営を行っておりますが、平成26年度を

もって第３期の指定期間が終了いたしますこと

から、平成27年度以降の指定管理者の指定につ

いて、議会にお諮りするものでございます。

また、指定に伴いまして、債務負担行為の追

加が生じますことから、議案第１号「平成26年

度一般会計補正予算（第３号）」をあわせてお願

いしているところでございます。

次に、議案第29号「宮崎県人権教育・啓発推

進方針の変更について」でございます。方針策

定から10年が経過しますことから、これまでの

成果や課題を踏まえ、方針の変更を行うもので

ございます。

最後に、議案第34号は人事委員会勧告に基づ

く職員の給与改定等に伴う人件費の補正につい

てでございます。

次に、その他の報告事項でございますが、今

回は５件の報告事項がございます。

詳細につきましては、後ほど担当課長から御

説明申し上げます。

私からの説明は以上であります。よろしくお

願いいたします。

○松村委員長 次に、議案について説明を求め

ます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○村上生活・協働・男女参画課長 生活・協働

・男女参画課の補正予算及び特別議案について

御説明いたします。

資料の１ページをごらんください。

議案第７号「宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する条例」について

であります。

今回の条例改正では、当課分を含めまして４

法令に基づく事務の移譲等について、それぞれ

の常任委員会に付託されているところでござい

ます。

当課の改正の概要について御説明いたします。

まず、改正の理由ですが、特定非営利活動促
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進法に基づく知事の権限に属する事務の一部に

ついて、住民の利便性の向上や事務処理の効率

化等の観点から、その処理を希望する市町村に

権限を移譲するため、所要の改正を行うもので

す。

改正の内容としましては、特定非営利活動法

人の設立の認証や定款変更の認証等に関する事

務など計33事務について、新たに新富町と川南

町に権限を移譲するものです。

今回の改正に伴いまして、７市４町がこの事

務を行うこととなります。

施行期日は、平成27年４月１日としておりま

す。

続きまして、資料の２ページをお開きくださ

い。

議案第１号及び議案第12号、宮崎県男女共同

参画センター、公の施設の指定管理者の指定に

ついて御説明いたします。

指定管理者指定の議案は、議案書の55ページ

になりますが、こちらの常任委員会資料で御説

明をさせていただきます。

宮崎県男女共同参画センターにつきましては、

平成26年度で第３期の指定期間が終了すること

から、平成27年度以降の指定管理者を選定する

ための手続を行ってまいりました。

先般、指定管理者候補者選定委員会による選

定を終えまして、候補者を決定しましたので、

指定管理者を指定することについて、議決をお

願いするものでございます。

まず、１の指定管理者候補者は、特定非営利

活動法人みやざき男女共同参画推進機構、代表

者は松岡優子氏、法人の所在地は宮崎市宮田町

３番46号です。

２の指定期間は、平成27年４月１日から平成30

年３月31日までの３年間です。

３の指定管理者候補者の選定につきましては、

まず（１）の公募の状況ですが、募集期間を平

成26年７月８日から９月８日までの２カ月間と

し、現地説明会を７月24日に開催いたしました。

現地説明会には５つの団体の参加がありまし

たが、応募した団体は、特定非営利活動法人み

やざき男女共同参画推進機構と、３グループか

ら構成される、みやざきＤネットの２団体であ

りました。

（２）の指定管理者候補者の選定につきまし

ては、一次審査として、資格要件の適否につい

て書類審査を行い、適当と認められたことから、

二次審査として、②の表にありますとおり、５

名の委員による指定管理者候補者選定委員会に

おいて、応募者によるプレゼンテーションとヒ

アリングを実施し、審査を行いました。

次のページをごらんください。

審査に当たりましては、③に記載しておりま

す選定基準・審査項目・配点に基づきまして、

各委員の持ち点を100点として、５名の合計500

点満点で採点を行いました。

（３）の審査結果につきましては、応募者の

得点は、１位が400点で、特定非営利活動法人み

やざき男女共同参画推進機構、２位は350点で、

みやざきＤネットでありました。

この結果、特定非営利活動法人みやざき男女

共同参画推進機構が、指定管理者候補者に選定

されました。

②の選定理由としましては、審査の結果、最

も高い得点を得たこと、事業計画や経費の積算

等から、施設の管理運営を適正かつ着実に実施

する能力を有していると認められること、男女

共同参画社会づくりにおける現状や課題、セン

ターの役割を十分に理解した上で、事業や実施

方法等について具体的な提案がなされているこ
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とでありました。

４の指定管理料につきましては、年額2,706

万6,000円で、３年間で8,119万8,000円です。

なお、今回の指定に伴いまして、債務負担行

為の追加が生じますので、議案第１号「平成26

年度宮崎県一般会計補正予算（第３号）」につき

ましても、あわせてお願いしております。

説明は以上でございます。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。

○吉田人権同和対策課長 委員会資料の４ペー

ジをお開きください。

議案第29号「宮崎県人権教育・啓発推進方針

の変更について」であります。

議案書では91ページ及び別冊となりますが、

まず委員会資料で御説明させていただきます。

１の趣旨ですが、平成17年１月に策定した推

進方針が、策定から10年が経過することから、

現在の方針を継承・発展させながら、新たな人

権問題等に対応するため、これまでの成果や課

題を踏まえ、人権教育・啓発推進懇話会や人権

に関する県民意識調査及びパブリックコメント

による県民の皆様の御意見を反映し、宮崎県の

目指すべき人権教育・啓発推進のあり方につい

て、現時点での方向性を示すものであります。

飛びまして、４の目標ですが、「一人ひとりが

尊重され、誰もが持てる力を発揮し、生き生き

と活躍できる社会」といたしました。

５の主な変更内容といたしましては、分野別

施策の犯罪被害者等に関する問題について、個

々の事情に応じて適切な支援を途切れることな

く行っていく必要があることから、警察の取り

組みだけでなく、関係部局の取り組みも盛り込

みました。

また、分野別施策に、「北朝鮮当局による拉致

問題等」の項目を新たに追加しました。

これは平成18年から、法律で国及び地方公共

団体において啓発に努めることとされたことや、

平成23年から、国の基本計画にこの項目が追加

されたことによるものです。

６の変更の経緯につきましては、記載のとお

りでございますが、当委員会におきましては、

２月に推進方針改定の概要報告と県民意識調査

の結果報告を、６月に推進方針の素案報告を行

い、御審議いただいたところです。

それでは、５ページをごらんください。

推進方針の構成についてであります。

方針の性格として３項目、人権教育・啓発の

基本的なあり方として３項目を掲げております。

施策の推進につきましては、まず、あらゆる

場を通じた推進として、家庭・学校・地域社会

・企業等における人権教育・啓発や人権とかか

わりの深い特定の職業従事者に対する人権教育

・啓発の推進について、総合的かつ効果的な推

進としては、実施主体の強化や人材の育成から、

民間団体のノウハウ活用や相談窓口の充実・連

携までについて記載をしております。

また、その下の分野別施策の推進として、女

性、子供、高齢者からその他までの13の項目に

分けまして、人権問題についてそれぞれ記載を

しております。

次に、お手元に別冊資料ということで、「宮崎

県人権教育・啓発推進方針（案）」を配付させて

いただいております。

この資料により、６月の当委員会での素案報

告後に修正を行った主な点につきまして御説明

いたします。

まず、目次をお開きください。

１ページ目の下の第４章、分野別施策の推進

のところになります。各分野の人権問題を掲げ

ており、これまで「女性に関する問題」、「子ど
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もに関する問題」というように、「何々に関する

問題」と表記しておりましたが、国の基本計画

の表記に合わせて、今回、「に関する問題」とい

う部分の記述を外しました。

次に、飛びまして、33ページをごらんいただ

きたいと思います。

８番の犯罪被害者等の項目になります。

犯罪被害者等の（１）現状と課題の続きのペ

ージになりますが、下から３分の１くらいのと

ころ、「中でも、」という書き出しで始める段落

がございます。この段落におきまして、性犯罪

被害者に特徴的な困難や苦しみについての記述

を追加したところでございます。

次に、36ページをお開きいただきたいと思い

ます。

10、性的少数者（性的マイノリティ）につき

まして、当委員会での御意見を踏まえ、（１）現

状と課題の１段落目から３段落目のところで、

性的少数者の内容や性的少数者が抱える問題に

ついての記述を見直しますとともに、（２）の施

策の方向の３段落目のところに、性同一性障が

いで悩む児童生徒への対応についての記述を追

加いたしました。

次に、37ページをごらんください。

11、刑を終えて出所した人についてですが、

当委員会での御意見を踏まえ、（１）現状と課題

の２段落目から４段落目にかけまして、更生保

護法や世界一安全な日本創造戦略、刑を終えて

出所した人に対する民間ボランティア等による

支援についての記述を追加するとともに、（２）

の施策の方向で、イとしまして、宮崎県地域生

活定着支援センターの活動についての記述を追

加しました。

次に、39ページをお開きください。

これは前のほうからの12番、北朝鮮当局によ

る拉致問題等の続きのところになります。（２）

施策の方向のところの最後の部分になりますが、

「カ 帰国した被害者等に対する支援」、この項

目を追加をいたしました。

それから、最後に41ページからの用語解説を

ごらんください。

43ページの17番「合理的配慮」、19番「元患者」

及び23番「フィルタリングソフト」から44ペー

ジの26番「ＢＢＳ会」までの６つの用語を今回

追加をいたしました。

主な修正箇所は以上でございます。

この推進方針に基づく具体的な施策につきま

しては、国、市町村や民間団体と連携・協働し

ながら推進してまいりたいと考えております。

説明は以上であります。よろしくお願いいた

します。

○井手総合政策課長 総合政策課から、人事委

員会勧告に基づく職員の給与改定等に伴う人件

費の補正について御説明させていただきます。

議案書が別途ありますけれども、委員会資料

で説明をさせていただきます。委員会資料の６

ページをお開きください。

総合政策部の11月補正の歳出一覧を記載して

おります。

表の中ほど、11月補正額の欄をごらんくださ

い。今議会に補正をお願いしています歳出予算

は、議案第34号、いわゆる給与改定に伴います

補正といたしまして、表の一番下でありますが、

総合政策部全体で2,064万7,000円の増額をお願

いしております。

給与改定の詳細につきましては、後ほどの総

務部から説明があると思いますけれども、主な

内容といたしましては、人事委員会勧告に基づ

きまして、給料等の月例給0.24％の引き上げ、

また特別給であります勤勉手当の0.15月分の引
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き上げなどに伴う増額でございます。

この結果、右側７ページ、人件費の一番下、

総合政策部合計を見ていただきたいのですが、

補正前の額に補正額を加えた、総合政策部全体

の人件費の総額は、17億6,749万6,000円となり

ます。

説明は以上であります。よろしくお願いいた

します。

○松村委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。

まず、議案について質疑はありませんか。

○十屋委員 指定管理者のことでちょっとお尋

ねいたします。２つの団体が応募され、点数が400

点と350点、50点差ということで、意外と近いと

感じたりしました。

どこのあたりで差が出てきたのかというのを

ちょっとお聞きしたいのですが。

○村上生活・協働・男女参画課長 資料の３ペ

ージをごらんください。

選定基準が書いておりますが、４つ大きな選

定基準がございまして、その中の４番目の「事

業計画を確実に実施するための経理的基礎及び

管理能力」という項目が、一番点差が開いてお

ります。

その中でも、次の審査項目の一番上の行にな

りますが、「管理運営に必要な体制の確保」とい

うことで、人員配置や有能な職員の確保、職員

の資質等が、一番差がついております。

あと、次に差がつきましたのが、選定基準２

段目の「センターの効用を最大限に発揮する事

業計画」というところの審査項目１段目の「男

女共同参画社会づくりのための事業内容」です。

これは事業内容がすぐれているかという聞き方

になっているのですが、ここがこの中では一番

差がついております。大きいところはそこ辺で

差がついております。

○十屋委員 指定管理者候補者を選定する委員

の方々は、前回と今回は別ですか、一緒ですか。

○村上生活・協働・男女参画課長 今回５名の

委員のうち、前回までは担当課長が入っており

ましたのを、全部、外部委員にしたというのが

１点と、５名中、公認会計士の方以外は全員か

わっております。

○十屋委員 新しい視点で選ばれたと理解させ

てもらってよろしいですね。

○村上生活・協働・男女参画課長 はい、その

とおりでございます。

○十屋委員 わかりました。

○田口委員 「宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する条例」について

お聞きします。今回、新たに新富町と川南町が

追加されたと。これは住民の利便性を上げるた

めのことだと思うのですが、県内の中で今回入

れても11市町ですよね。

市町村はあんまり熱心ではないのですかね。

どういう理由で進まないのですか。

○村上生活・協働・男女参画課長 毎年、市町

村課を通しまして、意向確認をさせていただい

ております。基本的にやっぱり協働を積極的に

進めていこうという市町は、積極的に手が挙がっ

ておりますけれども、まだちょっと人員的に

─非常にいい事業でもらいたいけれども、職

員の体制的にまだ無理だとか、そういう理由で

なかなか引き取られない町もあると伺っており

ます。

○田口委員 わかりやすく言うと、これは、県

内の地方分権ということですよね。

そういう意味では、市で見ると串間市が入っ

てないですね。先ほども言ったように、住民に

対しての利便性を上げるということであれば、
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そういう指導も含めてぜひ推進をしていただき

たい。また、受け入れていただくような体制も、

ぜひつくっていただくように積極的に皆さんか

ら指導していただきたいと思います。よろしく

お願いいたします。

○村上生活・協働・男女参画課長 おっしゃる

とおりですので、毎年、年度初めの課長会議と

かでお願いもしておりますし、所轄庁連絡会議

─これを引き取っていただいた市町村の連絡

会議を設けているのですが、そこでも協働の事

業が非常にしやすくなったというような御意見

もいただいておりますので、それをほかの市町

村にも御紹介する等して、積極的に進めていき

たいと考えております。

○有岡委員 このＮＰＯの関係で、市町村をま

たいだ設立ということになった場合は、どのよ

うな取り扱いをされるのかお尋ねします。

○村上生活・協働・男女参画課長 事務所が県

内の複数の市町村に存在する場合は、県が所轄

庁ということで取り扱っております。

○有岡委員 それと、こういう改正後に各７市

４町に設立届を出された情報、定款等の情報が

県に来るようなシステムになってるのでしょう

か。

○村上生活・協働・男女参画課長 ※所轄庁が市

町に移った場合には、定款、設立の認証から所

轄市、所轄町に参りますので、県のほうでは把

握しておりませんが、ポータルサイトというＮ

ＰＯ専用のホームページをつくっておりまして、

そこにはそういった事業計画書等を情報公開と

して載せるような仕組みをつくっております。

そこで県が管理させていただいております。

○有岡委員 要望いたしますが、例えば自殺対

策をどういうふうにやっているかという把握を

するためにも、こういうＮＰＯの市町村の動き

はやはり把握しておく必要があると思いますの

で、できるだけ連携をするという意味でも努力

していただきたいと思います。

○村上生活・協働・男女参画課長 そのように

していきたいと考えております。

○有岡委員 次に、指定管理の件でお尋ねした

いと思います。先ほど審査の結果につきまして

は理解いたしましたが、以前、代表質問で、経

営状況、要するに赤字になっていくような体質

がある指定管理ではいかがなものかというお話

をしました。この経営管理の状況、収支報告は

１年に１回、こちらの所管される部署になされ

ているのかどうかをお尋ねいたします。

○村上生活・協働・男女参画課長 毎年、収支

決算ということで、報告いただいております。

○有岡委員 その中で、赤字になってしまうよ

うな実態はないということでよろしいのでしょ

うか。

○村上生活・協働・男女参画課長 現在のとこ

ろ、赤字ということで、この指定管理者がみず

から補塡したという事実は聞いておりません。

○有岡委員 ありがとうございます。

では、次に人権啓発の件でお尋ねしたいと思

います。５ページに、特定職業従事者等に関す

る人権教育・啓発を行っているということです

が、最近、新聞で見るのは、福祉現場で知的障

がい者、また弱者が暴行を受けている実態があ

るという情報があるのです。こういった関係者

にお話しする、啓発することも大事ですが、例

えば内部告発保護条例ですか、内部でそういっ

た実態があるという情報が入ってくるようなシ

ステムというのはないのかどうか、お尋ねいた

します。

○吉田人権同和対策課長 今、お話しいただい

※９ページに発言訂正あり
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た件につきましては、冊子のほうだと11ページ

のところに、エの福祉関係者ということで記載

をしております。福祉関係者の方はそれを利用

される方等含めて、さまざまな人々の生活相談、

介護などに携わっているということがございま

すので、人権尊重や秘密保持などに配慮した行

動が求められているということで啓発を行い、

意識高揚を図っているところでございます。

おっしゃられました件につきましては、福祉

のほうで対応されている部分─障がい者や高

齢者の虐待の状況については、いろんな組織も

持ったりして把握をしておりますので、そちら

を通じて、情報については聴取されていると理

解しておりますが、詳細はちょっと把握してお

りません。

○有岡委員 今、申し上げたのは、福祉に限っ

たことではないのです。そういう職場でのパワ

ハラもそうですし、いろんな問題が起きたとき

に、内部からそういった情報が入ってくるシス

テムがあると安心だと。仲間みんなが守ってく

れているという環境が必要ではないかという意

味で、内部告発等の保護条例がある中で、どの

ような取り組みをされているのですかという視

点なのです。だから福祉は福祉で当然やります

し、こちらが所管されているような場所、そう

いう相談窓口があるかどうかというのが大事だ

と思ってるのです。そこら辺は、人権という立

場で相談を受けるというようなシステムはない

のでしょうか。

○吉田人権同和対策課長 私どもでも、人権相

談の窓口ということで人権啓発センターの中で

相談を受け付けておりまして、法務局でも人権

相談というような形で受け付けております。あ

とそれぞれの団体、事業者、企業については、

そういう対応を含めて、人権意識の高揚に努め

ていただきたいと考えているところでございま

す。

それぞれのシステムについては理解をしてお

りませんが、そういうことを含めて、取り組み

をお願いしているところでございます。

○有岡委員 ありがとうございます。

○十屋委員 確認をさせていただきます。先ほ

どの人権の方針案を見せていただきまして、委

員会の意見もたくさん取り入れていただき、あ

りがたいと思います。

その中で一つ、33ページの性犯罪被害者の場

合について、そういう二次的な被害を受けない

ために、県営住宅とかに優先的に入れることは

できないだろうかというお話を、以前させてい

ただいたと思うのですが、その後、建築住宅課

と何かお話し合いをされましたか。

○吉田人権同和対策課長 一応、建築住宅課に

は、そういう御意見をいただいたということで、

お伝えはしているところでございます。申しわ

けございません。その後については、確認を現

段階ではとっておりません。

○十屋委員 話をしていただいたのはありがた

いのですが、その次のステップとして、本当に

必要であればそういう政策的な判断というのも、

やはりどこかに置いておかないといけないと思

います。それを検討されたのかどうかわからな

いのですが、確認をしていただいて、また御報

告をいただければと思います。

○吉田人権同和対策課長 委員のおっしゃると

おり、再度、確認をいたしまして、また御報告

をさせていただきたいと思います。

○村上生活・協働・男女参画課長 先ほどの有

岡委員の御質問に対して、訂正と補足をさせて

いただきたいと思います。

所轄が移った場合のＮＰＯのその後のことに
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つきましては、設立認証や役員変更、定款変更

等─交付金を交付している関係もございまし

て、ちょっとタイムラグはございますけれども、

定款の変更や、役員がかわった場合とか、必ず

全て県のほうには報告をいただくことになって

おります。申しわけございません。

○田口委員 人権教育・啓発推進方針、先ほど

の用語解説のところにいろいろ出てますけど、

こんなに片仮名を使わないといけないのですか。

僕も初めて見る言葉もいっぱいあります。何か

もうちょっと日本語できちっと─よく知って

る片仮名もありますけど、本当に初めて見て、

これ何だろうと。今、解説を見てたのもあるの

ですが、できるだけそういうふうにしていただ

いたほうが……。解説用語を見ないと、なかな

かわからないような啓発推進方針でもちょっと

困るものですから、そこら辺のところを、ぜひ

考えていただきたいと思うのですが。

リプロダクティブ・ヘルス・アンド・ライツ

とか、メディア・リテラシーとか、何だろうと

いうようなものがいっぱいあります。もし的確

な日本語があるのであれば、ぜひそういうのに

変えていただいたほうが。もう御年配の方なん

か、ほとんどわけがわからないと思います。ぜ

ひとも改善できるところがあるのであれば、お

願いしたいと思います。

○吉田人権同和対策課長 用語解説も、結果的

には大分多くなってしまいまして、委員おっしゃ

るとおり、初めて聞くような言葉も多いのです

が、懇話会の委員の皆様の御意見をいただいた

りとか、各課の意見いただく中で、やはりこう

いう言葉が、今、使われていて、これではなか

なか説明しにくいという部分、それからそうい

う言葉自体がキーワードになっているというよ

うな部分もございました。一応、入れさせてい

ただいて、本文中でなかなか説明がわかりにく

いようなところは、なおかつ用語解説をさせて

いただいたということでございます。

これもまた、県民の皆様に推進方針を周知を、

広報していくということが大事になってこよう

かとは思いますので、その段階におきましては

もっとわかりやすい言葉でお伝えするように、

工夫をしていきたいと考えております。

○田口委員 お願いします。

○松村委員長 質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、次にその他の報告事

項に関する説明を求めます。

○井手総合政策課長 その他の報告事項、１番

目の項目といたしまして、宮崎県総合計画の改

定状況について、総合政策課から説明をさせて

いただきます。

委員会資料８ページをお開きいただきたいと

思います。

総合計画の改定につきましては、これまでも

委員会で説明をさせていただいたところですけ

れども、改めましてこれまでの取り組みと今後

のスケジュールを説明をさせていただきます。

１のこれまでの取り組みでございますが、本

年６月の総務政策常任委員会におきまして改定

の理由等の説明をさせていただき、７月に総合

計画審議会を立ち上げ、改定の諮問をいたした

ところでございます。

その後、県内８地域に分けて地域別の市町村

との会議、また県民の皆さんから直接意見をお

聞きする県民会議というものを開きまして、ま

た８月、９月の間で総合計画審議会、それぞれ

３つの、人・くらし・産業という専門部会に分

けまして、議論を詰めてきたところでございま

す。
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最初に申し上げましたように、節目節目で、

総務政策常任委員会のほうには御説明を差し上

げているところでございますが、今般、計画の

長期ビジョンにつきまして素案がまとまりまし

たので、この場をおかりしまして報告をさせて

いただきたいと思います。

この長期ビジョンの素案につきまして、今後

のスケジュールでございますが、２のほうにな

ります。12月、この11月定例県議会明けになり

ますが、この素案をもちまして県民の皆様から

御意見を聞くパブリックコメントを、１カ月強、

行いたいと考えております。

その後、第３回目になりますが、総合計画審

議会等の御意見を取りまとめていただき、計画

審議会としての答申案をいただくことを予定し

ております。

その答申案に基づきまして、県執行部側とし

ての決定案をつくり、２月の定例県議会に、長

期ビジョンの議案として提出をさせていただけ

ればと考えております。

なお、総合計画のもう一つの部分になります

アクションプランにつきましても、２月の総務

政策常任委員会で、その案について報告をさせ

ていただき、次年度６月の定例県議会で議案と

いう形で提案をさせていただければと予定をし

ているところでございます。

では、今般まとまりました長期ビジョンの素

案について、説明を差し上げたいと思います。

その全体像としましては、９ページに概念図

をつけておりますけれども、説明につきまして

は、別冊の資料１としてお配りしています長期

ビジョン素案そのもので説明をさせていただき

ますので、そちらをごらんいただきたいと思い

ます。

表紙にございますとおり、あくまで長期ビジョ

ンの素案でございまして、皆様方からの意見、

またパブリックコメントの意見を踏まえながら、

最終的には調整をしていくものとなります。い

わゆる最終的なたたき台と御認識いただければ

と思っております。

お開きいただきまして１ページ目になります。

「はじめに」という項目でございまして、１

の計画改定の趣旨、特に下のほうの段落になり

ますけれども、この総合計画は2030年、平成42

年の将来像を描いたものでございまして、この

計画をつくりまして４年たちましたが、その間、

フードビジネス、また新エネルギー等の成長産

業の育成加速化、交通ネットワークの進展など、

さまざま取り組みをしてきたところであり、そ

の成果を踏まえるとともに、この計画の大きな

課題として掲げております人口減少問題の深刻

化等も踏まえて改定をしていくということを記

載しております。

また、この計画、長期ビジョンを策定後に発

生しました東日本大震災により、さまざまな影

響が出たところでございまして、これもまた踏

まえるべき点としてここに記載をしております。

では、実際にどのような中身になっているか

ということでございますが、まずめくっていた

だきまして、５ページ目から時代の潮流と将来

予測になっております。

時代をどう捉えているかということでござい

まして、これについては大きな変更はないとこ

ろでございますが、少子高齢化でありますとか

人口減少問題、グローバル化、資源環境問題、

そしてＩＣＴ等の科学技術の発展、それで12ペ

ージ目になりますけれども、大規模災害への対

策─これはこのビジョンをつくりました後に

発生しました東日本大震災を踏まえて、時代の

潮流、認識のところで、この対策が必要という
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認識を新たに追加をしたところでございます。

その後、６の地方分権と厳しい財政状況につ

いては、従来の記述を修正をしたところであり

ます。

16ページ目から第２節としまして、将来推計

と予測を上げております。

この将来推計につきましては、これまでの委

員会でもたびたび説明をさせていただいたとこ

ろであります。改めてもう一回説明をさせてい

ただきますが、１の平成42年（2030年）の宮崎

県に関する推計ということで、前回の総計で

は2005年の数値をもとに推計をしていましたけ

れども、今回は最新の数字ということで2010年

のデータで推計をし直しました。

そして、今の地方創生の動きに合わせまして、

日本創成会議が出しております国の厳しい推計

基準に基づいて推計データを見直すと同時に、

合計特殊出生率は以前の2030年の目標値を1.85

としていたところを2.07、人口置換水準まで引

き上げるという目標の改定を行いました。

結果としまして、右側の表の中を見ていただ

きたいのですが、ケース１、何もしなければ2030

年に100万人を切って97万9,000人と人口が落ち

込むところを、合計特殊出生率を上げ、若年層

の社会減を抑制することによりまして、ケース

２ですが101万9,000人、100万人超を維持すると

いうことを推計としております。

18ページ以降については、今まで説明をして

なかったところですけれども、県を８地域に分

けて、それぞれの地域ごとの推計を提示をして

おります。

これは以前の計画にもありました項目でござ

いまして、８地域ごとに、県としては各市町村

別に細々ではなく、地域別に大くくりで推計値

を出しております。

それぞれの地域ごとに推計が見れるところで

はありますけれども、中を見ますとやはり南那

珂や、西臼杵についてなかなか厳しい数値が出

ているのが見受けられます。

これについてはきっちりと今後の地方創生の

中で、それぞれ各市町村が人口ビジョン総合戦

略を立てられますので、そこと連動しながら地

域の活力が落ちないように努力をしていかなけ

ればならないと考えております。

推計については以上でございます。

26ページから第３節、宮崎県の特性というこ

とで、強みの部分を踏まえまして本県の特性を

書いております。これにつきましても、ほとん

ど同じような記載になっています。地理的特性

でありますとか、自然環境、生活環境、そして

産業、エネルギー等を書いております。

ただ、例えば26ページの一番最初の項目、地

理的特性の中で、右下になりますけれども、平

成26年３月に東九州自動車道の開通であります

とか、そういう新しいデータをそれぞれに追加

をしているところでございます。またごらんい

ただければと思っております。

35ページからが第２章、基本目標と目指す将

来像でございます。

これにつきましても、これまで御説明申し上

げておるとおり、当然、長期ビジョンですので

基本目標については変えない、目指す将来像に

ついても変えないということで、「未来を築く新

しい「ゆたかさ」への挑戦」を基本目標として、

それぞれ人・くらし・産業で、それぞれの目指

すべき社会像を書いております。これについて

はぶれないということで変えておりません。

その後の41ページ、県づくりの基本姿勢につ

きましても、今の時代認識に基づきまして、経

済拡大を前提とした社会・価値観からの転換や
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県内分権の推進と住民主体の地域経営、人財の

育成─大事なところ、全部ほとんど変わりが

ありませんので、押さえているところでござい

ます。

社会基盤の整備、地域資源を生かした魅力づ

くり、そしてアジアという部分。

ただ、７番のところが追加をさせていただい

たところであります。先ほどの時代の潮流で、

大規模災害の対策ということを認識として入れ

ましたので、県づくりの基本姿勢においても、

「危機事象への対応」ということを明確に打ち

出しております。

その次、43ページからが、長期戦略でござい

ます。今回の長期ビジョンの改定の一番の眼目

はここでございまして、長期戦略を見直したと

ころでございます。

45ページにその考え方を記しておりますが、

最初の「はじめに」のほうで申し上げたことと

少し重複いたしますけれども、２つ目の段落の

ところからでありますが、今回の総合計画の見

直しに当たりましては、フードビジネス、アジ

ア市場の開拓など、成長産業の育成加速化につ

いての成果、そして現行計画策定後に起こった

東日本大震災、また2020年のオリンピック・パ

ラリンピック東京大会の開催決定など、人々の

意識の変化、もしくは社会経済へ大きな影響を

及ぼすような出来事も踏まえながら、長期戦略

を総合的に見直すことといたしました。

見直す方向性といたしましては、フードビジ

ネス等、成長産業化に力を入れてきたところに

さらに力を入れていくという部分、そして成長

産業化によって獲得する外貨を県内経済の好循

環につなげていく取り組みに力を入れる。そし

て、経済的豊かさだけではなくて、お金に変え

られない豊かさとのバランスをとっていくとい

う部分で、新しい「ゆたかさ」を実感できる土

壌づくりということで、文化スポーツ、地域へ

の誇り、愛着の醸成等を強目に打ち出している

ところでございます。

2030年に向けた長期戦略について、そういう

観点で改定をいたしまして、46ページに一覧を

掲げておりますけれども、戦略１、人口問題戦

略、戦略２、人財育成戦略、戦略３、産業成長

戦略、戦略４、地域経済循環戦略、戦略５、観

光再生おもてなし戦略、戦略６、文化スポーツ

振興戦略、戦略７、いきいき共生社会戦略、そ

して戦略８、危機管理強化戦略ということで、

それぞれ人口問題、グローバル化、資源・環境

問題、そして危機対応という長期的視点に基づ

く８つの戦略に編み直したところでございます。

その中身でございますが、48ページ目から記

載しております。

簡単にさわりだけ触れさせていただきます。

人口問題戦略につきましては、これまで少子

化対策、若者活躍という形で書いてきたところ

でありますけれども、改めて人口問題という形

でくくりまして、地方創生の流れとも符合させ

まして、少子化対策、そして若年層の流出の抑

制、移住の促進等を掲げております。

人財育成戦略につきましては、将来世代の育

成促進や、産業を担う人財、地域を担う人財の

育成、そして人口減少社会の中にあって、活力

を維持していくための全員参加型社会の実現等

を内容としているところでございます。

産業成長戦略につきましては、これまで取り

組んできました成長産業の育成加速化をさらに

進めること、特に農林水産業の成長産業化の部

分、そしてその産業の成長化を支えるための交

通物流ネットワークの整備や、物流コストの低

コスト化、そしてグローバル化を掲げておりま
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す。

戦略４、地域経済循環戦略につきましては、

県内の地域を担う中核的な企業、中小企業等を

含めながら、その中核的な企業の連携強化や取

引拡大で振興していく。またコミュニティビジ

ネス等、地域の資源や人財を生かす取り組み、

再生可能エネルギー関連産業等を地域に根差し

て、地域の経済を回すべく取り組む施策をまと

めております。

戦略５の観光再生おもてなし戦略につきまし

ては、オリンピックおもてなしプロジェクト等

に伴いまして、改めて魅力ある観光地づくり、

またスポーツランドの魅力向上、そして今取り

組んでおりますＭＩＣＥに関して記載をしてお

ります。

戦略６、文化スポーツ振興戦略につきまして

は、先ほど申しましたように、ふるさとへの誇

りや郷土愛を育てるというところに着目しまし

て、文化的な土壌を育てる取り組みや、地域の

誇り、お祭り等、文化、伝統芸能等を通じた魅

力の向上、スポーツ人財の育成、また生涯スポ

ーツの参加等、スポーツ文化の維持、浸透等を

記載しております。

めくりまして50ページになりますけれども、

戦略７、いきいき共生社会戦略につきましては、

健康で安心して人が暮らせる、そして豊かな自

然や周りの人たちと多様なかかわり合いのもと

で共生していける地域社会の構築ということで、

少し福祉、保健、医療等も含みながら、幅広目

に書いております。

それぞれの集落機能の集約化、もしくはその

機能を補完する取り組みや、ＮＰＯ等、多様な

主体が公共サービスの担い手として活動できる

ような環境整備、また心身の健康づくり、環境

対応型の低炭素社会の実現等、幅広くまとめて

おります。

最後の危機管理強化戦略については、危機事

象対応ということで、ソフト・ハード両面から

の防災・減災対策や、人に対する危機事象とい

うことでインフルエンザ等の感染症対策、また

家畜伝染病等に対する防疫対策まで、ここに含

めて記載をしているところでございます。

以上が今回の８つの戦略の中身でございます。

59ページのほうに、今回の戦略の目標の解説

を載せております。それぞれに目指す戦略目標

─2030年の目標値ということで頑張っていく

ということを考えております。

それぞれ見ていただきますと、最初に申し上

げたように、本県の総人口を100万人以上、合計

特殊出生率2.07という非常に高い目標値を掲げ

ておりますし、産業の部分にいたしましても、

例えば３番目の一番下の輸出額1,630億や、その

下の県際収支の10％改善─現況値は6,330億円

のマイナスを、そのうち10％改善するという非

常に高い目標値を掲げております。

2030年までの目標値でございまして、実際こ

れを今後４年間でどうするかについては、アク

ションプラン等でまた議論をしていきたいと考

えております。ただ、高い目標値を掲げて頑張っ

ていくということを、この計画に定めてまいり

たいと考えております。

その後、61ページからは分野別施策というこ

とで、人づくり、くらしづくり、産業づくりご

とに、それぞれ県行政としてやるべきところを

きっちりまとめさせていただいています。これ

も現時点で必要な施策について、さまざま見直

しを入れております。

中身につきましては、ちょっと非常に細かい

ところに入りますので、説明は割愛させていた

だきます。説明は以上でございます。
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○奥野総合交通課長 続きまして、委員会資料

の11ページをお願いします。

宮崎―香港線の就航プレイベントについて御

説明いたします。

まず、１の概要ですが、この香港線につきま

しては、12月または来年の２月の就航を目指し

ておりましたけれども、香港航空のほうから、

ライセンスの取得時期の関係もあり、来年の３

月28日、土曜日の就航で調整していると連絡が

あったところでございます。

その就航を前に、香港における本県のさらな

る知名度向上を図るため、現地におきまして本

県ＰＲに関するプロモーション活動を行うもの

でございます。

２の日時・場所ですが、12月11日に、香港の

ホテルで予定しております。

３ですが、香港の旅行会社あるいはマスコミ

関係者などを多数招待したいと考えております。

４の主な内容ですが、香港航空からも出席い

ただきまして、就航日の発表を兼ねた挨拶や、

県のＰＲレセプション、また県産品の立食パー

ティーなどを予定しているところでございます。

最後に５ですが、県の関係の各部局を初め、

観光コンベンション協会あるいは民間企業の方

々にも参加を予定しております。説明は以上で

ございます。

○石崎中山間・地域政策課長 委員会資料の12

ページをお開きください。

宮崎県中山間地域振興計画の改定骨子（案）

についてであります。

本計画につきましては、今年度、計画期間の

最終年度を迎えており、引き続き中山間地域に

おける課題に取り組むとともに、今後も各種の

振興施策をさらに推進する必要があることから、

現在、改定作業を進めているところであります。

本日は改定に当たりまして、これまで行って

まいりました調査等の結果の概要と改定計画の

骨子（案）について御説明させていただきます。

まず１、計画改定の視点でありますが、９月

に立ち上げられた、まち・ひと・しごと創生本

部を中心とする国の地方創生に向けた動き、あ

るいは県の総合計画の改定の状況、さらには県

内各地域の御意見等を踏まえた上で、「人口減少

対策」、「地域の絆の構築と暮らしの確保」とい

う大きく２つの視点から現行計画を見直し、平

成27年度から平成30年度までの４年間に取り組

んでいくための新たな計画を策定したいと考え

ております。

次に、改定計画の骨子（案）でありますが、

御説明の前に、これまで中山間・地域政策課で

行ってまいりました県内各地域の現状や課題及

び意見を収集するための調査等の結果につきま

して、その概要を御説明させていただきたいと

思います。

委員会資料の14ページをお開きください。

計画改定に向けて実施した調査等における主

な意見等でございます。

中山間・地域政策課では、今回、改定作業を

行うに当たりまして、中山間地域以外の３町も

含めました県内全26市町村との意見交換や集落

の状況に関する調査、また県内７地域に設置し

ております中山間地域振興協議会との意見交換、

さらには実際の集落の方々との座談会等を実施

してきているところでございます。

それらの調査等を通じていただきました御意

見の主なものを、後ほど御説明いたします骨子

（案）の体系に沿ってまとめたものでございま

す。

まず１でございますが、（１）の農林水産業の

振興に関しましては、担い手の確保あるいは生
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活していくことのできる収入の確保等に関する

御意見を多くいただいているところでございま

す。

また、（２）の新たな産業の創出等では、雇用

や就労の場の確保、また本県が持つ資源や素材

の活用をすべきといった御意見があったところ

でございます。

さらに（３）の鳥獣被害対策につきましては、

いまだ県内各地域で被害が見られ、地域の方々

からも引き続き対策を強く望む声をいただいて

おります。

また、（４）の地域経済循環の促進という点で

は、やはりそういった経済循環といった考え方、

仕組みを取り入れていくことの必要性につきま

して、御意見をいただいております。

次に、15ページをごらんください。

２の（１）子育て支援の関係で、やはり中山

間地域で子供を産み育てるための取り組みや支

援に関する御意見等をいただいております。

また、（２）の教育の関係では、教育環境や学

校のあり方、さらには進学に伴う子供や親への

負担等に関する御意見が寄せられたところでご

ざいます。

そして、（３）（４）は、移住・定住に関する

ものでございますけれども、移住希望者への情

報提供やＰＲの仕方、さらには受け入れに当たっ

ての体制や環境づくり等について、御意見をい

ただいております。

次の３につきましては、集落対策等に関する

内容でございますが、まずはやはり集落の住民

みずからが考えることの大事さ、また集落住民

への支援、地域同士の交流や連携の必要性、集

落の現状や今後に対する懸念等々、その対策に

ついてさまざまな御意見をいただいております。

また、次の16ページにかけては、集落の担い

手となる人財の育成・誘致等について御意見が

あったところでございます。

そして、４では中山間地域での暮らしにかか

わる内容で、医療や福祉、交通や買い物、災害

等への対策の必要性について、さまざまな御意

見をいただいております。

それでは、これらの調査結果等も踏まえた上

で検討いたしました改定計画の骨子（案）につ

いて御説明いたします。

戻りまして12ページをごらんください。

まず、２の計画改定骨子（案）とございます

けれども、まず第１章におきまして、改定の趣

旨等について記載することとしております。

続く第２章におきましては、現行計画のもと

取り組んでまいりました各種対策の状況や、中

山間地域を取り巻く現状と課題等について整理

をいたします。

そして、次の第３章、計画編におきまして、

まず第１節、計画の目標でありますが、中山間

地域の現状に鑑みまして、現行計画に引き続き

持続可能な中山間地域づくりを目標として掲げ

たいと考えております。

次に、第２節、施策展開の基本的な考え方で

ございますけれども、改定計画におきましては、

人口減少対策を中山間地域において取り組むべ

き最優先課題として位置づけた上で、４つの重

点施策に取り組む柱立てとなっております。

第３節、重点施策でございますが、まず１本

目の柱が「仕事がある中山間地域づくり」であ

ります。

人口減少対策に取り組むに当たり、中山間地

域で安心して働くことができる環境づくりを意

識した産業振興に取り組むとともに、地域経済

循環の促進につきましても取り組んでまいりた

いと考えております。
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次に、２の「子育て環境等の整備と移住・定

住の促進」であります。

人口の自然増対策としまして、中山間地域で

安心して出産・子育てしやすい環境づくり等に

取り組むとともに、社会増対策の一つとして、

移住・定住についてもより対策を強化して取り

組んでまいりたいと考えております。

13ページをごらんください。

３、「集落の維持・活性化と新たな絆の創造」

であります。

ここでは集落住民の主体的かつ意欲的な取り

組みや、都市部との交流あるいは集落相互の交

流といった地域間連携の支援、また小規模・高

齢化した集落への対策、さらにはそうした活動

を支える人財の育成や誘致に取り組んでまいり

たいと考えております。

そして、最後の柱が４、「安全・安心な暮らし

の確保」であります。

医療や福祉、交通や買い物、さらには災害等、

中山間地域で安全に、そして安心して暮らす上

での基礎となる生活機能の維持・整備等に取り

組んでまいりたいと考えております。

第４節では中山間地域をみんなで支える県民

運動について、第５節では計画の推進に当たっ

ての役割や体制について、それぞれ記載したい

と考えております。

最後に、３、計画改定のスケジュールであり

ますが、年が明けまして平成27年１月の閉会中

の総務政策常任委員会で、計画の素案を御報告

させていただき、２月以降、中山間地域振興協

議会や市町村等との意見交換、またパブリック

コメント等を実施した上で、最終的に来年６月

の定例県議会に計画案を上程させていただきた

いと考えております。

中山間地域振興計画の改定骨子（案）につい

ては以上でございます。

次に、委員会資料の18ページをお開きくださ

い。

祖母傾山系周辺地域での大分県と連携したユ

ネスコエコパーク登録への取り組みについてで

あります。

この取り組みは、宮崎、大分両県にまたがる

祖母傾山系周辺地域について、本県の関係３市

町とともに大分県及び大分県の関係３市と連携

し、ユネスコエコパーク登録を目指すというも

のであります。

次に、ユネスコエコパークの概要であります

が、生態系の保全と持続可能な利活用の調和を

目的として、1976年にユネスコが開始した制度

で、自然環境の保護・保全を行う核心地域やこ

れを保護するための緩衝地域、人と自然が共生

する移行地域という３つの区域を設定して、各

種取り組みを行っていくものでございます。

委員会資料の19ページ、上段に各区域のイメ

ージ図を載せてございます。

また、下段のほうは、現在この地域での国有

林の森林生態系保護地域の地図でございますが、

これがある程度、区域設定のイメージとなるか

と考えているところでございます。

ユネスコエコパークにつきましては、国内で

は本県の綾ユネスコエコパークを含めて７カ所

が登録されているところでございます。

次に、祖母傾山系周辺地域の特徴であります

が、祖母山、傾山、大崩山の山頂付近を中心に

原生的な天然林が相当数まとまっており、比較

的暖かい地域に見られるアカガシなどの照葉樹

林から、比較的寒い地域に見られるブナ林、中

間的な性格を持ったモミ・ツガ林などの幅広い

植生が見られるほか、ニホンカモシカやオオム

ラサキなども生息しております。
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また、低山部には美しい渓谷があり、中高山

部には花崗岩の断崖が多く見られることなども

あり、以前から登山が盛んなほか、日之影町で

はこうした特徴を生かした森林セラピーなども

行われております。

今回の取り組みによる効果としましては、ま

ずはこうした取り組みを行うことにより、地域

資源が再認識され、知名度が上がることなどに

よって、交流人口の増加や地域住民、次世代の

誇りの醸成が図られるとともに、世界ブランド

への登録を目指す他の取り組みとあわせ、宮崎

の魅力の国内外への発信ができるものと考えて

おります。

さらに、東九州自動車道の全線開通を控え、

大分県側と連携して取り組むことにより、両県

の地域間の交流が一層活発になり、広域での観

光ルートの形成にもつなげていきたいと考えて

おります。

今後の展開でございますが、まずは宮崎、大

分両県での推進体制を構築し、連携を図りなが

ら検討を進めていき、早ければ平成27年度中に

も申請書の提出を目指したいと考えております。

ユネスコエコパークにつきましては、以上で

ございます。

最後に、資料はございませんが、１点だけ御

報告させていただきます。

地域おこし協力隊についてでございます。

本日、えびの市の地域おこし協力隊員が大麻

所持の疑いで逮捕された旨の報道がございまし

た。このことにつきましては、昨日の夕方、え

びの市から県に一報があったところでございま

すが、現在、警察で捜査が行われており、えび

の市が事実確認を行っているところでございま

す。

９月30日にも、別の地域おこし協力隊員が大

麻取締法違反で逮捕されており、県といたしま

しても、えびの市に事実確認を行い、速やかに

国に対して報告するとともに、10月３日付で、

地域おこし協力隊を設置している市町村、設置

を予定されている市町村に対して、地域おこし

協力隊員に対する指導の徹底について、文書で

要請したところでございました。

地域おこし協力隊は、人口減少対策の一つと

して、県としても積極的に導入を促進しようと

しているものでございますが、このような中、

今回事件が起きたことは大変残念でございます。

県といたしましては、改めて地域おこし協力

隊員に対する指導の徹底を図るよう、市町村に

要請してまいりたいと考えております。以上で

ございます。

○黒木フードビジネス推進課長 フードビジネ

ス推進課から、フードビジネス人材育成プログ

ラムの実施について御説明いたします。

委員会資料の20ページをお開きください。

１の目的にありますが、フードビジネス振興

構想を推進する体系的な施策の一つとして、フ

ードビジネスを支える人材の育成を図るため、

今年度フードビジネス人材育成プログラムを実

施いたします。

２の事業概要にありますが、今回の人材育成

プログラム、通称を「みやざきフードビジネス

アカデミー」としており、県内のフードビジネ

ス関連事業者を対象に、その成長段階やターゲッ

トとする市場、課題等に応じまして、経営マネ

ジメント、販路開拓、商品ブラッシュアップの

３つの分野に関する実践的な長期セミナーを行

うものです。

まず①実施時期につきましては、ことし９月

から先行して実施しているコースが１つありま

して、その他のコースにつきましては、今月か
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ら順次スタートし、来年度末まで実施いたしま

す。各コースの講座は３回から10回程度開催い

たします。そして、これを来年度末までにおお

むね２度行います。

また、一部コースは県内３地区で開催するも

のもあります。

②実施コースにつきましては、全部で12コー

スを予定しており、受講料は無料です。対象者

は食品製造業、小売業、サービス業、そして農

林水産事業者等となっており、募集人員は総計

で550人程度を予定しております。

事業費は２年間の総額で１億8,964万8,000円

であり、財源として国の２事業を活用するもの

であります。

事業の実施につきましては、富士通株式会社

に委託して行います。

続いて、資料の21ページをごらんください。

人材育成プログラムの概要を補足説明した資

料です。フードビジネスの推進を図るため、こ

れまでページ上段、左側にありますように、産

学金官による推進体制づくりや相談ステーショ

ンやオープンラボの設置などにより、フードビ

ジネスを支援するシステムを整備してまいりま

した。

一方で、その右側にありますように、10のテ

ーマに基づくプロジェクトを推進してきたとこ

ろです。

こうした中で、その下にありますように、フ

ードビジネスを支える人材育成について、事業

者の成長段階や目的に応じた人材育成、実践的

な学びの場の提供と事業者間のネットワークづ

くりという視点から、新たに事業展開を図るこ

ととしたものが今回の人材育成プログラムであ

ります。

また、この取り組みは、このページ右端にあ

りますように、本県の今年度の重点施策である

「人財づくり」の具体的取り組みでもあります。

プログラムの内容は大きく３つの分野に分か

れます。

１つは、成長段階等に応じた経営マネジメン

トプログラムであり、①にあるとおり経営初心

者を対象に、事業経営のための基本的な知識の

習得とスキルアップを目指す「ケースで学ぶ経

営丸わかり講座」を初め、３コースを予定して

おります。

２つ目は、その下にあります地域や目的別販

路開拓・拡大プログラムであり、④にございま

すが、福岡地区のスーパーマーケット等をター

ゲットとした実践的な営業展開講座等を行う「福

岡・量販店販路開拓実践塾」を初め、４コース

を予定しております。

なお、この福岡塾につきましては、別添の資

料２として、具体的な内容を紹介したチラシを

配付しておりますので、後ほどごらんください。

３つ目は、商品力・サービス向上プログラム

であり、⑧にあるとおりサービス提供事業者の

おもてなし接遇力の向上を図る「本気で目指す！

高感度おもてなし力獲得プログラム」を初め、

５コースを予定しております。

今回の人材育成プログラムの実施に当たりま

しては、昨年度よりフードビジネスの振興に取

り組み、経営者の方々と折々に話し合い、また

相談ステーションにおいて、さまざまな相談に

対応する中で、創業や事業承継あるいは販路開

拓や商品力向上、こういった企業の成長段階や

目的に応じた課題があると。そしてそうした課

題等の解決のために人材育成が必要と考えたこ

とによるものであります。

産業づくりには、それを支える人づくりが不

可欠であるという考えから、フードビジネスを



- 20 -

平成26年11月26日(水)

支える人材の育成に取り組んでまいりたいと考

えております。

フードビジネス推進課の説明は以上でありま

す。

○松村委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。

その他の報告事項に関して、質疑はありませ

んか。

○井本委員 未来みやざき創造プランなのだが、

よくできているなという感じはするのだけれど

も、宮崎はやっぱり自殺者が多いよね。これに

ついての対策とかは、どういうところでやろう

としているのかなと。その辺はどうなのかな。

○井手総合政策課長 自殺者が多いという非常

にネガティブなデータがございます。

今、皆さんにお配りしています資料１のほう

の86ページ見ていただけますでしょうか。分野

別施策の中の「くらしづくり」のところでござ

います。

「くらしづくり」のＢ―１―（２）、「みんな

で支え合う福祉社会の推進」の中の５番目のと

ころでございます。

「自殺のない地域社会づくり」ということで、

まさに委員おっしゃるとおり問題意識持ってお

りまして、今までここの施策の基本的方向性の

部分で掲げてなかったところでございます。

今回の改定で、改めてきっちりここに掲げま

して、取り組みをしていくという方向性を打ち

出しているところでございます。しっかり取り

組んでまいりたいと思います。

○井本委員 それから、中山間地域振興計画に

ついて、里山資本主義でもあるように、帰って

きたくて、田舎で仕事を見つけてやるのだけれ

ども、自分たちの生活は何とかなるのだが、やっ

ぱり子供の教育というか、どうしても子供が大

学に行きたいと言ったときに、そんな金がある

のかという話になる。自分の人生は自分の人生

で何とかなるが、子供の人生まで巻き込まない

といけないわけだからね。

そのとき、日本の場合は本当にこの辺が充実

していないというか、ほかの先進国は大学とか

は、全部、国が面倒を見ますよね。

私は、その辺を本当に充実させないと、地元

の田舎のほうに安心して帰ってこれないという

ことになるのではないのか。ＯＥＣＤの中でも

教育に使っている金が最低でしょう。私は、こ

の辺もやっぱり国に対して、もっと出さないと

おかしいのではないかということを要請すべき

ではないのかなと思うが、どうでしょうか。

○井手総合政策課長 委員おっしゃるとおり、

地方創生の中で一番の大きな課題ということで、

地方に人を残すときに、大都市との教育環境の

格差という部分が非常に大きいかと思います。

したがいまして、今回、国に対して提言しま

した「みやざきモデル」の中でも、地方の人材

づくりに対して、国がもう少し支援をしてくれ

ということで、また九州地方知事会でもそうい

う奨学金制度を、九州に残る子供たちに対する

保障─返還の負担を少なくする奨学金制度の

創出をしてはどうかということを、今、議論を

しているところでございまして、その方向で国

に対しての提言をやっていこうと思っておりま

す。

○井本委員 本当、この大きなシステムが、結

局は充実してない。我々地方が一生懸命やって

も、そこが抜けていたら絶対にできないと思う

のです。

ひとつ、その辺を強烈に。部長、国から来て

いるわけだから。

○橋本総合政策部長 仕事で宮崎に来ておりま
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すが、私自身、東京に住んでいた感覚からいっ

て、基本的に所得が低いという言われ方をする

のですが、一方で生活費も安いというメリット

はあります。

あとは通勤時間が短いとか、そういうところ

で大変なメリットがあると。

ただ、そういう意味では収入と支出の両建て

で見る必要があるだろうと。例えば、東京です

と駐車場代は１台当たり３万5,000円とかするの

が普通でございますので、そういう費用はかか

らないと。そういう意味では可処分所得は必ず

しもそんなに低くないと。

ただ、議論をしたときに、やはり困る点が２

点ありまして、一つは公定価格。例えば医療費

とか全国一律の値段というものは、所得が低い

と相対的に高く負担しなければいけないという

面がございます。

もう一つは、今、御指摘ありましたような教

育費でございます。これはやはり所得の低い人

が、例えば東京にお子様を大学進学させようと

すると、そもそも高い物価のところに、さらに

東京在住の人は要らない下宿代まで負担して出

さなければいけないと。一方で東京近辺、首都

圏に44％ぐらいの大学入学定数があるというこ

と─これは首都圏にいる18歳人口のシェアよ

り15ポイントぐらい高い数字でございますので、

この段階は強制的に若者を吸収する、かつ経済

的負担は地域の方が非常に困っているという現

状があるというのは、先ほど課長が御答弁申し

上げましたように、国に対して訴えたところで

ございます。

やはり、今、本当に教育機会に格差が出るの

ではないかという懸念も強く持っておるところ

でございますし、理想論としては、地域で人材

育成をして、それが地域の雇用と密接に結びつ

く必要があるだろうと。

その教育機会プラス雇用の機会、これを目指

すべきだろうという認識は持っております。

ただ、これは、問題意識は持つにしても、そ

れに対する解決策というのは、御指摘のように

例えば大学の定員の問題、国立の高専とかは国

の所管でございまして─実は今までこの教育

分野というのは、地方財政というのは余りやっ

てなかった、所管としてはやっていないという

ところがございますので、どれだけ地域の知恵

を出せるのかというのは、今、限界がある状況

でございます。大きな問題提起については国に

対してもしっかりと訴えてまいりたいと思いま

すし、今、この地方創生という旗印が掲げてい

ただいているのは、それのチャンスだと思って

積極的に発信してまいりたいと思っております。

○井本委員 そう言われるのですが、地方創生

と言うなら、その辺もしっかりやらないと。我

々頑張ったって、それはもう限界が決まってお

るわけだから、よろしくお願いします。

そして、このアンケート、主な意見等の概要

の中にも若い世代を呼び込むというところで、

清山議員が何か言ってましたよね。何か食い違

いがあるとか。あれはどういうことなのかね。

○橋本総合政策部長 本会議の議論でございま

したので、私なりの理解ということになります

が、清山議員と御議論させていただく機会も、

担当も含めてありますけれども、我々が今ここ

で掲げている方向性─地方創生で国に対して

訴えたものは、やはり宮崎の優位性を生かした

雇用をつくりたいという意味では、やはり第１

次産業、農林水産業を核として、ただその１次

産業のみならず、２次、３次まで関係するフー

ドビジネスを例示しておりますけれども、こう

いうものでやはり宮崎というのは外貨を獲得し
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ていこうという方向性を打ち出しております。

その一方で、清山議員の御指摘としましては、

そういう１次産業を核としたという政策が、本

当に、今の高校を卒業されて東京に進学される

方、ないしは高校を卒業して就職される方、大

学を卒業されて就職される今の若者のニーズに

マッチしているかどうかというのも、しっかり

検証すべきではないかということだったと理解

しております。

すなわち、例えば東京で商社に就職された方

がいたとき、要するにサービス関連業とか、２

次、３次産業に勤務されている方の声を聞いた

上で、そのような政策を打ち出しているかどう

かというのに対する指摘だったと理解しており

ます。

ただ、これは非常に難しい問題で、答えが必

ずしもなかなかないというところ、どういう産

業を伸ばせば宮崎がよくなるのかというのに対

して─エビデンスという言い方を議員はおっ

しゃっておりますけれども、本当にあるのかど

うかというと、こういう政策を立案するときに、

機能的にいろいろな証拠を積み上げて、方向性

が出る分野なのか、それともやっぱり大きな方

向性を示して、それに向けていろいろな施策を

打って結果を出していく演繹的なアプローチな

のか、両方のアプローチあると思います。ただ

我々としてはやはり宮崎の強みに立脚した産業

でない限り、また別の新たな地域間競争になっ

たときに、宮崎の優位性は発揮できないのでは

ないかということで、やはり１次産業を核とし

たという打ち出しをしております。

ただ一方で、やはりそういう実際の生の声を

聞く努力は必要であろうということで、それは

ちょっと工夫してまいりたいと御答弁させてい

ただいたところでございます。

○井本委員 最後に、フードビジネスのところ

ですが、このプログラムは国の財源がほとんど

ですよね。この場合は緊急雇用創出事業臨時特

例基金と戦略産業雇用創出プロジェクト事業補

助金と書いてあるのだが、何度も言うように、

もう日本中どこもかしこもこのフードビジネス

ばっかり言っているわけです。みんなが一緒に

この競争して、結局どこかが下がればどこかが

上がるということをやっている。この前も言っ

たように、やっぱりデンマークみたいにいい製

品を高く外国で買ってもらうということになれ

ば、恐らく日本自体が上がるわけです。

限られたパイをお互いに分捕り合戦やってい

る。競争すればもちろんその製品の質も上がっ

てくるだろうという気もしますけど、その辺の

狙いというのはあるのかなと思って。どうだろ

うか。

○黒木フードビジネス推進課長 我が県だけで

なく、他県においてもそういう取り組みはされ

ている状況の中で、ただどうしても競争力を高

めていく必要はございますので、フードビジネ

スに関連する事業者のスキルアップのために、

こうした人材づくりに取り組むわけであります。

そうした中で、先ほど限られたパイの中でと

いうお話もございましたが、この中には台湾塾

や、来年のミラノ国際博覧会を控えた中で、Ｅ

Ｕ進出を図る企業を育てるためのＥＵ塾、そう

いった視点も持って私ども取り組んでおります。

そういった形で今後とも人材の育成には取り組

んでまいりたいと考えておるところです。

○井本委員 わかりました。

○坂口委員 関連して。まずさっきの「人財づ

くり」の中の教育の奨学資金について、一つは

今言われたように具体的に提言の中に盛り込ま

れたかわからないのですけど、給付型、それか
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ら出世払い型、ここらがないと出口が見えない

中でそれを借りて、真面目に考えれば、返す担

保が何なのかとなったとき、全く未知の世界で、

そこのところで真剣に考えればひとつ臆病にな

らざるを得ない点があります。

時代が随分違うけれど、僕の場合もそれを体

験したのですが、例えば海上保安大とか防衛大

とかいうところを目指せば、月に8,000円、給料

までいただけていました。

ただ、自分の経済状況を考えたときに、それ

以上の宿題を背負ったときに、そういったもの

がもう限界─今はもうないかもわからないで

すけど、さまざまな事情を持っていて、そして

そこで断念せざるを得ないっていうのは、たく

さんあると思うのです。

だから、今回のこの地方創生の中で、こうい

うチャンスは二度と来ないと思っていいぐらい、

ある意味、地方の知恵次第で好機、節目だと思

うのです。ここに具体的にそういう事例をどれ

だけ織り込み切れるかというのと、それが確実

にこうだという検証をやった結果での将来の見

通しというか、自分らが責任を持つという成果

というものを、そこにセットでどう入れ切れる

かというのが一つポイントになるのかなという

気がします。

そういったことを念頭に置きながら、これに

臨んでほしいということを要望として言ってお

きます。また今の井本委員の質問に関連してで

すが、宮崎の特性を生かしてやっていくという

ことも当然だと思うのです。

その一つが、宮崎の農業をベースにしてのフ

ードビジネスも当然だと思うのですが、本当に

宮崎の特性は農業なんだと、やっぱり宮崎は農

業が優秀なんだということを本当に思っておら

れるかどうか。一般質問でもやったけど、農業

の技術といった条件もたくさん持ってるのです

よ。また、今度はそういった自分の経営の、農

家の技術力とかそういった自己の条件じゃなく

て、自然環境も恵まれている。

それらのおかげで、今どういうことかという

と、例えば年間の新規就農者を見ると、宮崎は

個人経営が150ぐらい、法人の雇用、新規参入

が150ぐらいで300ぐらいです。

鹿児島、熊本はそれのちょうど倍ぐらいなの

です。それは何かというと、これからの底力を

つけることを今やっているところで、本当に宮

崎の農業というのは、フードビジネスをベース

に判断された農業が優秀だとか、それだけのも

のを持っているんだということだったら、これ

はやっぱりちょっと真剣にここを証左していっ

て、農政と連携を図っていかないといけないと

思うのです。

全体の産業を盛り上げよう、もうかる農業に

つなげよう、だから１次、２次、３次ともこと

ごとくやっぱり豊かになっていこうというのが、

一つ。このフードビジネス、農家だけで自己完

結やろうというのが６次産業。どちらもなので

すが、いかに還元システムがあるかといったと

きに、海外に市場を開拓してパイをふやすとい

うのも一つの方法としてわかるのですけど、国

内の中で競争していくと、井本委員言ったよう

に、よそのパイを取り上げて、またとられるこ

とを防がざるを得ない努力っていうと、やっぱ

り価格競争、具体的には価格競争なんです。そ

れでは、やっぱりだめだと思うのです。

本会議で、前、井本委員が一般質問で取り上

げたように、「かんてんぱぱ」ですか、伊那食品

工業ですか、あそこは何かというと価格競争を

避けてるのです。自分のところでコスト削減な

り、何なりして利益を得るということをやって
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いってる。

だから、そういうやり方で、人口が減少して

消費する量が減少傾向の中にあって、そこで金

額、経済をどう膨張させるかというと、もう利

益を確保していくしかないのです。利益を積み

上げていく、それによってＧＤＰを上げていく

という方法。

それと、本当に全国が競争していく中で、我

が社の製品の利益というものを上げて、それで

その売り上げを伸ばしていくという、そこへの

挑戦というぐらい、これは慎重にかかっていか

ないと。ほかとの競争で今まで従来どおりでい

いものをつくって、そこのパイを取り上げると

いう競争とは違うものですから、なかなか難し

いと思うけれど、今のこの人財、人づくりのさ

まざまな行程に合った、あるいはそのエリアご

とに幾つもの人財をつくられるというのは、こ

れは本当に一番必要なことかなと思うのです。

だから、極端に言ったら、地域を今度リード

していって、地域でこういったものをつくり上

げてくれるような人財づくりに、僕は何億投資

しても構わないと思うのです。その人が次の世

代をしっかりした、やっぱり世界に冠たる宮崎

のフードビジネスというものを構築してくれる

人になればですね。

だから、ぜひこれは思い切って、やっぱり人

づくりはつくり上げるまでやってほしいと。そ

ういう意気込みを部長から聞きたいのですが。

○橋本総合政策部長 御指摘のように、やはり

「言うに易く行うは難し」の部分がありまして、

産地間競争とか、今、農政のほうでも産地づく

り、その産地はどの品目でどうつくっていくの

かというのを、非常に知恵を絞っていただいて

いるところでございます。かつそれをどう付加

価値を対外的に説明して、しっかりと川上まで

稼げる農業にするかというのは大きな課題だと

思います。

あと、もう一つは、その観点のとき、やはり

物流というものが非常に大きな課題です。国内

での消費地に届けるコストがさらにかかります

ので、それを踏まえた上で、さらに市場に評価

してもらえる産地づくりというのは大事だと

思っています。

その際には、御指摘のように、先立つものは

人財ということで、これは、たまたまといいま

すか、いいタイミングで補助金等頂きましたの

で、こういう取り組みを、アンテナ高く、厳し

い財政事情ですけれども、極力、財源をあちら

こちら探しながら、この「人財づくり」─こ

れはもう知事が「人財づくり」を大きな課題と

して掲げておりますので、精いっぱい頑張って

まいりたいと思います。

○坂口委員 やっぱりそれが一つだと思うので

す。

フードビジネスといえば、農家が栽培されて

いるところからスタートしましたね。

でも、もっと前、それは何かというと、やっ

ぱり品種のパテントだと思うのです。世界中か

らどういった原種登録を宮崎が持つかというこ

とです。宮崎は機能性を生かそうという方向で

おられるわけです。だから、機能性がすぐれた

農産物なり、あるいは海産物も入れていいもか

もしれない。こういうのはやっぱり環境が独特

なところ、例えば高山とか、それから極寒の地、

そして逆に熱帯の地、僕はそういったところの

原種が、どういう機能性を含んでいて、それは

宮崎に合うというようなものから、農政としっ

かりやっていかないと。これはもう日本全国が

競争に入っていくのです。

そのとき、確実に元方から出口まで押さえて
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おき、我が社は価格競争しなくても我が社しか

つくれないというものをやっていかないと。な

かなか人づくりも大切だけど、それだけでもだ

め。いいものをつくって宮崎がもたついていれ

ば、それは横からハンティングされますよ。

だから、人をハンティングされないためには、

種苗をハンティングしておくとか、例えばもう

バクテリアや微生物あたりまでハンティングし

ていくとか。やっぱりこれはそういう競争だと

思うのです。ぜひ、総力を挙げて取り組んでい

ただきたい。

○有岡委員 今、坂口委員や井本委員がおっ

しゃった関係でちょっとお話を伺いたいと思い

ます。地域に仕事をつくっていくというお話が

ありまして、例えばきょう、大分で耕作放棄地

に牛を30頭放牧して、それを1,000頭まで広げた

いと。それで若い人たちが帰ってくるというお

話があったのです。

そういったアイデアを行政主導でいくのでは

なくて、本来はこのアンケート、この中にこう

いったことをやりたいという声が上がってくる

システムが欲しいと思うのですが、そこら辺の

仕掛けというか、人が育って、こういうことを

地域でやってみたいという、座談会等でのそこ

ら辺の声は上がってこないのか。いろんな情報

を皆さん持っていらっしゃるのではないかと思

うのですが、そこら辺の、中山間地域の発展の

ための仕掛けというのは、いかがなものなので

しょうか。

○石崎中山間・地域政策課長 座談会等の中で、

いろいろと御意見をお伺いいたしました。

例えば、農業関係であれば、これは若手の農

業者の方ですけれども、自分たちは農業大学校

などで、育てる技術等については学んできた。

ただ、やはり経営を知りたいということで、そ

ういう場が欲しいといった御意見。あと、今、

国を中心として農業政策も大きく変わってきて

おりますが、特に山間部では、地理的な条件か

らなかなか大規模化というのは難しいので、もっ

と自分たちの耕作地に合った作物の導入指導等

をやってほしいといったような御意見等もいた

だいたところでございます。

今回、その大規模なアンケートは、そういう

アイデアを発掘するという観点でやったもので

はございませんでした。集落の課題等を発掘す

るということでやったものでございますけれど

も、今後、例えば中山間地域振興協議会等でも、

来年度はその計画を具体的にどう実施していく

かということを協議することになりますので、

そういった場も活用しながら、そうしたアイデ

アを発掘して、具体化につなげていけるような

ことをやっていきたいと考えております。

○有岡委員 どうぞ、地方創生という国の動き、

もうアイデア勝負だということですから、現場

のアイデアもまた出てくるといいなと思ってお

ります。

それと、もう一点。長期ビジョンについてお

尋ねいたしますが、資料の41ページにございま

す県の基本姿勢ということで、目標や目的とい

うのはよくわかりました。

それをどう実現するかという視点で、先日、

民間の方とお話ししましたら、自分たちで東京

とか大阪へＰＲを打っているが、県も一緒にやっ

たらどうかという声があったのです。

そういう意味では民間とのタイアップ、民間

の協力を得るという─ここで言いますとＰＰ

ＰとかＰＦＩ、こういったものが出てくるのか

と思うのです。実際にこういう手法を具体的に

やろうという現状はあるのかどうか。そこら辺

の現状をお尋ねしたいと思います。



- 26 -

平成26年11月26日(水)

○井手総合政策課長 資料１、41ページの、住

民主体の地域経営の中で記載しておりますけど、

おっしゃるとおり、例えばＰＰＰ、ＰＦＩとい

うことで、官民の共同連携による事業の構築と

いうところだと思います。

これにつきましては、実はＰＰＰ、ＰＦＩ、

総合政策課が所管をしておりまして、それぞれ

毎年度いろんなセミナー等に参加させていただ

き、また県内の事業者の方々とも意見交換をし

ているところでございます。

できるだけそういう取り組みを今後も進めて

まいりたいと思っているのですが、なかなか、

現状の宮崎県内としては、そういう事業に取り

組む事業者の方が出てきていないところでござ

います。

県財政の効率化にもつながるところでござい

ますので、引き続き意識啓発と新たな取り組み

について、セミナー等を開催していきたいと思っ

ております。

○有岡委員 どうもありがとうございます。

○十屋委員 中山間地域振興計画が改定される

のですが、過疎法との関係はどうなのですか。

○石崎中山間・地域政策課長 過疎法について

は、近年、改正されまして、今回、山村法が期

限切れを迎えるということでございますけれど

も、山村法は議員立法でございますので、国会

においても与党を中心に延長ということの動き

があるということで聞いております。

この中山間地域振興計画との関係でございま

すが、この中山間地域振興計画に盛られた中身

あるいは理念といったものを、例えば過疎であ

るとか山村であるとか、そういった具体的な計

画にのせ、起債等を活用しながら実行していく

ということでございます。そういう地域５法に

ついては、中山間・地域政策課で所管しており

ますけれども、市町村とも連携しながら、十分、

各法律の施策等を活用して、振興を進めていき

たいと考えております。

○十屋委員 山村法の中で県に入ってくるのが、

環境農林かな、どこかで委員会審議を、今から

やると思うのですが、やはり県も一緒になって、

そういう議員立法だからお任せしてるのではな

くて。記憶が正しければ74億円だったかな、宮

崎県に入ってきたのがなくならないようにとい

うことで、議会側としてもそういう動きを今し

てると思うので、県も一緒になってそういうと

ころ辺もしっかりアピール、要望をしていただ

きたいと思っております。

○石崎中山間・地域政策課長 県といたしまし

ても、これらの法律に基づく優遇措置等が非常

に大切だと考えておりますので、そのような状

況を十分フォローしながら、国に対する要望等、

全国組織と一緒になってやっていきたいと考え

ております。

○河野副委員長 地域おこし協力隊の件で、非

常に今ジレンマに陥って……。自分で質問して

推進をお願いしたのですが、その日にちょっと

事件が起きまして、きょうまた同じえびので起

こっているという中で、やっぱり宮崎のことを

考えると、よそから人材が来ていろんな知恵を

生かすというのは非常に効果的ではないかなと

いうことで提案させていただいたので、それは

それでぜひ推進していただきたいと思うのです。

気になるのは、この大麻関係、例えば、ちょっ

とまだわからないのですが、何か栽培しやすい

環境に宮崎はあるのか。前もあったのですが、

ＡＬＴの方も美郷で何か栽培していたという状

況の中で、宮崎のすき間って言ったらおかしい

けど、何かそういう環境というのでしょうか、

何かちょっと気になるところなのです。もう一
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つ、これは特定してませんので、また所管も違

いますが、例えばケシとか、宮崎に原生してい

るところというか、結局その材料があればそう

いうものをつくりやすい環境にあるのかなとか

思ったりしています。所管が違うので、ちょっ

と感想という形で扱ってもらってもいいのです

が、いかがでしょうか。

○石崎中山間・地域政策課長 私どもも、今回

のえびの市での２例目の事件ということで、非

常に残念に思っているところでございます。た

だ、大麻ということで、これはもう私個人の知

見になりますが、宮崎が特に栽培をしやすいと

か、そういうことではないと考えております。

これは薬物対策については、もう全国的な問

題であるということでございまして、どの地域

ということに限らないと考えております。

今回は、たまたまそれが協力隊員であったと

いうことで、恐らく個人の資質の問題と考えて

おりますけれども、やはり非常勤の特別職とい

う公務員の身分を持つということでございます

ので、やはり責任を自覚していただいて取り組

んでいただくことが大切だろうと考えておりま

す。

また、こういう事件を契機にして、協力隊そ

のもの、あるいは県外から移住してこられる方

に対して、ある意味、偏った見方というものが

起こるというのは、非常に懸念しているところ

でございます。

○田口委員 祖母傾山周辺のエコパークという

のを登録に動いていただいて、非常にありがた

いのですが、ちょっと違いを教えていただきた

い。今、霧島がやっているジオパークとエコパ

ークの違いがよくわからないのですが、もしわ

かれば教えていただきたい。

○石崎中山間・地域政策課長 違いでございま

すけれども、まずジオパークでございますが、

国際的重要性を持つ地形または地質学的な遺産

を有し、これらの遺産を地域社会の持続可能な

発展に活用していくというのが趣旨でございま

して、やっぱり地形とか地質というのがメーン

でございます。

ユネスコエコパークというのは、生態系の保

存ということにメーンを置いているものでござ

います。

ただ、保存というよりも、保存とそれを活用

して地域の社会を発展させていくという、保存

と経済発展の両面を両立させてやっていこうと

いうことでございます。

○井手総合政策課長 たまたまではございます

が、資料１、総合計画の冊子に用語解説がつい

ておりまして、145ページに、ジオパークという

項目を一応上げさせていただいています。

同じように、ユネスコが認定しておりますけ

れども、エコパークのほうが、どちらかという

と自然環境という部分でありまして、ジオパー

クに関しましては、ここに書いてありますよう

にどちらかというと地学的な部分、地質現象的

なところを主に評価がされております。

したがいまして、頭に書いてますように、地

球活動の遺産─地質でありますとか造山活動

とかそういう地球の動きに伴ってできるような

現象で残っていくような遺産を、ジオパークの

ほうでは認定をしていると考えていただければ

と思います。

○田口委員 わかりました。

○松村委員長 そのほかございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 質疑もございませんので、次に、

請願の審査に移ります。

請願第60号について、執行部からの説明はご
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ざいませんか。

○菓子野文化文教・国際課長 特にございませ

ん。

○松村委員長 それでは、請願について委員の

皆さんから質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、最後にその他で何か

ございませんか。

○河野副委員長 先ほどちょっと質問し損なっ

たこと、いいですか。

○松村委員長 その他だから、何でもいいです。

○河野副委員長 男女共同参画センターについ

て、このＮＰＯ法人みやざき男女共同参画推進

機構というのは、１期目も２期目も採用されて

いるところですか。

○村上生活・協働・男女参画課長 今度４期目

になりますけれども、３期まで指定管理を行っ

ているところです。

○河野副委員長 選定基準、それと配点につい

ては、これは１期、２期、３期、変わってない

ということでよろしいでしょうか。

○村上生活・協働・男女参画課長 はい、選定

基準・審査項目・配点については変わっており

ません。

○河野副委員長 点数の動きはわかりますか。

平均80点は、４期やっていて高いのかなと思っ

たのですが、さっき十屋委員が２位と50点差し

かないということで。結局、この平均点が80点

というのは、選定される基準を考えると、例え

ば90点とか95点なら、実績が認められてそれだ

けの点数が掲げられるというのは、納得するの

です。この平均80というのが、結構、課題があ

るのではないかなという印象を受けたのですけ

れども、そこらはいかがでしょうか。

○村上生活・協働・男女参画課長 今、手元に

前回、３期目の点数等しかございませんが、前

回は１社しか応募がございませんで、点数が平

均79.2点、今回が80点であります。対抗の団体

が出てきても、余り点数的には差はないという

ことになっております。

ただ、審査員の意見の中で、やはりマンネリ

化とかにならないような、新しい息吹を吹き込

んでもらいたいというコメントもございました

ので、今後、契約するときには新しい取り組み

とか、そういう新しい企画というものを重点的

にお願いしていこうとは考えております。

○河野副委員長 私も相談する機関として、非

常に重要視しているところであって、利用させ

てもらっているのです。言葉が悪いかもしれま

せんが、質の高いというか、そういうところで

ぜひお願いしたいということで。平均点見たと

きに、どうなのかなというのがあったものです

から質問させてもらいました。以上です。

○松村委員長 その他でほかございませんか。

今、その他で既に終わった議案について、私

が副委員長の発言を許しましたけれども、この

ことは、この判断がよかったかどうかというの

を自問自答しています。今後の件に関しまして

は、委員の皆様も慎重な質疑等をよろしくお願

い申し上げます。

私も質問したいところでしたけれども、もう

時間もございますので、また改めて個別に質問

させていただきたいと思います。

それでは、その他の御意見もないようでござ

いますので、総合政策部を終了いたします。執

行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時57分休憩

午後１時０分再開
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○松村委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案等

について、部長の概要説明を求めます。

○成合総務部長 総務部でございます。よろし

くお願いいたします。

まず初めに、10月10日付で幹部職員の異動が

ありましたので、紹介させていただきます。

総務事務センター課長の中原でございます。

○中原総務事務センター課長 どうぞよろしく

お願いいたします。

○成合総務部長 それでは、本日、御審議いた

だきます議案等につきまして、お手元に配付し

ております総務政策常任委員会資料により、御

説明いたします。

資料の１ページをお開きください。

平成26年度11月補正予算案の概要についてで

あります。

提出しております予算案は２件でございます。

初めに、議案第１号「平成26年度一般会計補

正予算（第３号）」についてであります。

この補正は国庫補助決定に伴うもの、その他

必要とする経費について措置するものであり、

補正額は一般会計で17億4,055万8,000円の増額

であります。

また、この補正による一般会計の歳入財源と

いたしましては、国庫支出金が６億7,907万円、

財産収入が29万6,000円、繰入金が10億2,179

万2,000円、県債が3,940万円となっております。

次に、その下でございますが、議案第34号「平

成26年度一般会計補正予算（第４号）」の概要に

ついてであります。

この補正は、人事委員会勧告に基づく職員の

給与改定等に伴う人件費の補正であります。給

与改定に伴い、必要となる人件費の総額を明ら

かにするため、その所要額を計上いたしており

ます。

補正額は、一般会計で14億7,221万3,000円の

増額になります。

また、この補正による一般会計の歳入財源と

いたしまして、地方交付税が12億7,411万3,000

円、国庫支出金が１億9,810万円であります。

これらの結果、一般会計の予算規模でござい

ますが、11月補正後で5,834億9,109万7,000円と

なります。

次に、２ページをお願いいたします。

一般会計歳出の款ごとの内訳になっておりま

す。

まず、議案第１号の主なものを申し上げます

と、上から２番目の総務費は、今回、新設いた

します地域医療介護総合確保基金の財源として、

国の交付金が交付されることとなったことから、

事業に充当する予定であった県費の一部を県債

管理基金へ積み立てるものであります。

一つ飛びまして、衛生費でございますが、消

費税増税分、４月からの３％引き上げを財源と

する社会保障の充実分の一環といたしまして、

国の交付金、県費を先ほど申し上げました地域

医療介護総合確保基金に積み立てますとともに、

同基金を活用いたしまして、地域における医療

及び介護の総合的な確保を推進するための事業

を行うものであります。

次の農林水産業費は、農業総合研修センター

が実施いたします「みやざき農業実践塾」の研

修の充実・強化のため、ハウス施設の増設等を

行うものであります。

次の土木費ですが、災害関連の河川事業等を

行うものであります。

次に、議案第34号につきましては、それぞれ

給与改定に伴いまして、給料や諸手当の増額を

行うものであります。
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次に、５ページをお開きください。

総務部における11月補正の歳出一覧表となっ

てございます。

総務部の11月補正額は、全て一般会計でござ

います。表の11月補正額の一番下、総務部合計

の欄になりますが、まず議案第１号が３億2,810

万2,000円の増額、次の議案第34号は4,126万円

の増額となり、この結果、総額３億6,936万2,000

円の増額となってございます。

次に７ページをお開きください。

債務負担行為についてであります。

表にございますように、宮崎県東京学生寮管

理運営委託費につきまして、追加をお願いする

ものであります。

予算議案については、以上でございます。

次に、特別議案の概要について御説明いたし

ます。

資料の９ページをお開きください。

まず、議案第６号「宮崎県行政手続条例の一

部を改正する条例」についてであります。

これは、行政手続法の一部改正の趣旨を踏ま

えまして、本県の条例等によります処分や行政

指導に関して、県民等の権利利益をより一層保

護する観点から、行政指導の中止や違反行為の

是正のための処分等を求めることができるよう、

関係規定を整備するものであります。

次に、10ページをお開きください。

議案第７号「宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する条例」について

であります。

これは、知事の権限に属する事務の一部を、

取り扱いを希望する市町村に権限を移譲するな

ど、所要の改正を行うものであります。

次に、12ページをお開きください。

議案第13号「公の施設の指定管理者の指定に

ついて」であります。

これは、先ほど申し上げました、宮崎県東京

学生寮に係る指定管理者を指定することについ

て、地方自治法第244条の２第６項の規定により

まして、議会の議決に付するものであります。

次に、14ページをお開きいただきたいと存じ

ます。

議案第28号「当せん金付証票の発売について」

であります。

これは平成27年度の全国自治宝くじ及び西日

本宝くじの本県発売金額を定めることについて、

当せん金付証票法第４条第１項の規定により、

議会の議決に付するものであります。

次に、15ページをごらんいただきたいと存じ

ます。

議案第39号「職員の給与に関する条例及び一

般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部

を改正する条例」についてであります。

これは去る10月９日に行われました人事委員

会勧告及び国家公務員の給与改定の状況等を踏

まえまして、平成26年の公民較差等に基づき、

平成26年度の県職員の給与改定を行うため、所

要の改正を行うものであります。

次に、16ページをお開きください。

議案第41号「議会の議員の給与等に関する条

例等の一部を改正する条例」についてでありま

す。

これは、国の指定職及び特別職の給与改定の

状況等を踏まえまして、県議会議員及び知事、

副知事などの特別職に係る期末手当の支給月数

の改定を行うため、所要の改正を行うものであ

ります。

特別議案は、以上の６件でございます。

最後に、その他報告事項についてでございま

す。
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資料の17ページをごらんいただきたいと思い

ます。

本日、御報告いたしますのは、ここに記載し

ております防災拠点庁舎整備基本計画（案）に

ついてなど、３件についてであります。

なお、それぞれの詳細につきましては、担当

課長から説明させますので、御審議のほどよろ

しくお願いいたします。私からは以上でござい

ます。

○松村委員長 次に、議案等の説明を求めたい

と思います。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○阪本財政課長 それでは、今回提案をしてお

ります補正予算案の歳入について御説明いたし

ます。

委員会資料の３ページをごらんください。

この平成26年度11月の欄、議案第１号、第34

号でございます。

それぞれ数字を入れておりますが、先ほど１

ページのところで部長が御説明したとおりでご

ざいますので、説明を割愛させていただきまし

て、４ページをお開きください。

それぞれの歳入科目につきまして、概要を記

載しております。

まず１番目の財産収入でございます。議案の

第１号、通常の補正でございますけれども、こ

ちらで29万6,000円計上しております。これは説

明の欄にありますとおり地域医療介護総合確保

基金、消費税原資による社会保障の充実分を、

この基金に積み立て、その基金の積み立て後、

今年度３月までの運用に係る利子を29万6,000円

計上しております。

それから、繰入金でございます。

右の説明の欄の丸が５つございますが、一番

下、同じくこの地域医療介護総合確保基金、こ

れが８億8,600万、約９億ございます。これら５

つの基金からの繰入金、合計10億2,100万円余り

を計上しております。

次に、交付税でございます。これは議案第34

号、いわゆる給与の改定等に伴うものでござい

ますが、この給与改定の原資としまして12

億7,400万円余りを計上しております。

次に、国庫支出金でございます。

まず、議案第１号に関しましては、１つ目の

二重丸、国庫負担金、河川の公共工事に関しま

して4,000万余りを計上しております。

それから、次の国庫補助金でございますが、

丸３つございまして、真ん中の丸の衛生費国庫

補助金のポツ２つ目、医療介護提供体制改革推

進交付金─これが、ちょっとややこしいので

すが、先ほどの地域医療介護総合確保基金８

億8,600万、約９億の基金を積み立てることとし

ており、そのうち３分の２が国庫、３分の１が

県費ということでございまして、そのうちの約

９億の３分の２、約６億、正確に言いますと５

億9,071万1,000円を交付金、国の補助金として

算出されますので、それを計上しております。

それから、国庫負担金、これは議案第34号に

関するものでございますけれども、給与改定分

の小学校、中学校、それから特別支援学校等の

教員の給与に関する国庫補助金、約３分の１が

補助されますが、義務教育給与費としまして１

億9,800万余りを計上しております。

最後に、県債でございますが、議案第１号に

係ります河川事業費に係る県債としまして3,940

万円を計上しております。私からの説明は以上

でございます。

○椎総務課長 総務課でございます。

まず最初に、11月補正予算案のうち、議案第34
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号につきまして、総務部全体を一括して御説明

いたします。

お手元の常任委員会資料の６ページをお開き

ください。

議案第34号は、人事委員会勧告に基づく職員

の給与改定等に伴う人件費の補正でありまして、

主な補正の内容は、給料等の月例給が0.24％の

引き上げ、特別給である勤勉手当が0.15月の引

き上げとなります。

この結果、総務部の補正額は、一番下の総務

部合計の真ん中の欄になりますが、4,126万円の

増額となっております。

次に、議案第１号及び議案第13号について御

説明いたします。

まず、議案第13号、公の施設の指定管理者の

指定について（宮崎県東京学生寮）であります。

議案書は57ページになりますが、常任委員会

資料で御説明いたします。委員会資料の12ペー

ジをお開きください。

宮崎県東京学生寮の指定管理者第四期指定に

ついては、６月の常任委員会で募集方針等の概

要を御説明させていただいておりますが、今回

の指定管理者を指定することについて、地方自

治法及び公の施設に関する条例の規定により、

県議会の議決を求めるものであります。

まず、１の指定管理候補者についてでありま

すが、東京都千代田区に本社を置く、ジャパン

プロテクション株式会社であります。

18年度から20年度までの第一期、21年度から23

年度までの第二期、そして24年度から26年度ま

での第三期の指定管理者でもあります。

２の指定期間でありますが、平成27年４月１

日から平成30年３月31日までの３年間となりま

す。

次に、３の指定管理候補者の選定についてで

あります。

（１）の公募の状況につきましては、本年７

月４日から２カ月間、募集を行いまして、現地

説明会には５団体が参加しましたが、最終的に

１団体から応募があったところであります。

（２）の実施方法等についてでありますが、

申請書類に基づいて一次審査を行い、その後、

指定管理者候補者選定委員会において、応募者

のプレゼンテーション及びヒアリングによる二

次審査を実施いたしました。

なお、選定委員会の構成は②のとおりであり

ます。

次に、13ページ、（３）の選定基準及び審査項

目・配点につきましては、６月の委員会で御説

明させていただいたとおり、住民の平等な利用

の確保などの５項目でございます。

（４）の審査結果でございますが、採点結果

は、ジャパンプロテクション株式会社が409.2点

を獲得いたしました。

選定理由としましては、２番目の丸印、事業

計画等から、施設の運営管理の能力を有してい

ると認められることや、３番目の丸印、寮だよ

りの発行、入退室管理システムの運用、入寮者

への個人面談の実施に加えまして、今回、入寮

者個人別ポストの設置等の新たな提案がなされ

ておりまして、これらが評価されたことによる

ものであります。

最後に、４の指定管理料についてであります

が、３年間で2,574万円となっております。

なお、今回の指定に伴いまして、債務負担行

為が生じますことから、委員会資料の７ページ

に、議案第１号「平成26年度宮崎県一般会計補

正予算（第３号）」で、債務負担行為の限度額の

設定もあわせてお願いしております。

今後のスケジュールにつきましては、指定管
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理者指定の議決をいただきましたならば、指定

の告示を行いまして、年度内に協定の締結を行

う予定にしております。説明は以上であります。

○平原行政経営課長 議案第６号「宮崎県行政

手続条例の一部を改正する条例」について御説

明いたします。

常任委員会資料の９ページをお願いいたしま

す。

まず、１の改正の理由ですが、処分や行政指

導に関する手続につきまして、国民の権利利益

の保護の一層の充実を図るため、行政手続法が

改正され、平成27年４月１日から施行されるこ

ととなっております。

この行政手続法は、処分や行政指導などの一

般的なルールを定めた法律でございまして、県

が行う処分についても原則として適用があるわ

けですが、条例や規則に基づいて行う処分や根

拠を問わず、広く行政指導については適用除外

とされております。

このため、県におきましては、これらの適用

除外とされている処分や行政指導について、宮

崎県行政手続条例を制定し、行政手続法に準じ

た規定を設けております。

今回の条例改正は、行政手続法の改正の趣旨

を踏まえまして、本県の条例等による処分や行

政指導について、行政手続法に準じた改正を行

うものでございます。

次に、２の改正内容の（１）宮崎県行政手続

条例の一部改正について御説明いたします。

まず、①の行政指導の方式についてでありま

す。

行政指導を行う場合は、従前から、行政指導

の趣旨や内容、責任者を明確に示さなければな

らない旨の規定がございますが、行政指導を行

う際に許認可等をする権限や、許認可等に基づ

く処分をする権限を行使し得る旨を示すときは、

その根拠となる法令の条項、要件、要件適合の

理由を明示すべきことを義務づける規定を設け

るものでございます。

次に、②の行政指導の中止等の求めについて

であります。

行政指導については、相手方の任意の協力に

よって実現されるものであり、行政指導に従わ

なかったことを理由に、不利益な取り扱いをし

てはならないとの一般原則が定められておりま

すが、今回の改正で、その行政指導が法律また

は条例に規定する要件に適合しないと考える場

合は、行政指導の相手方は、その中止などの措

置を求めることができるよう明記するとともに、

申し出を受けた場合は必要な調査を行い、要件

に適合しないと認めるときは、その中止等の必

要な措置をとることを義務づけるものでござい

ます。

次に、③の処分等の求めについてでございま

す。

法令に違反する事実がある場合において、そ

の是正のためにされるべき処分や行政指導がな

されていないと考えるときは、誰でもその処分

または行政指導を行うことを求めることができ

ることを明記するとともに、申し出を受けた場

合は必要な調査を行い、必要があると認めると

きは、処分または行政指導を行うことを義務づ

けるものでございます。

次に、（２）の宮崎県税条例の一部改正は、今

回の手続条例の一部改正に伴いまして、宮崎県

税条例の引用条項の改正を行うものでございま

す。

最後に、３の施行期日は、行政手続法の一部

改正の施行期日と同じ、平成27年４月１日とい

たしております。
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説明は以上でございます。よろしくお願いし

ます。

○阪本財政課長 続きまして、財政課関係の補

正予算につきまして御説明いたします。

資料が変わりまして、平成26年度11月補正歳

出予算説明資料の１ページをお開きください。

平成26年度補正額、財政課の欄に３億2,810

万2,000円を計上しております。

この結果、２つ右隣の補正後の額が1,004

億6,085万8,000円となります。

続きまして、５ページをお開きください。

歳出の内訳でございますが、一番表の下の欄、

（事項）県債管理基金積立金の欄、ここに全額

３億2,810万2,000円を計上しております。説明

の欄にございますとおり、県債管理基金の積み

立てに要する経費としまして、全額を計上して

おります。

なぜ県債管理がここで出るかというのを簡単

に御説明をさせていただきますと、これは福祉

のほうで約９億円と先ほど申し上げました地域

医療介護総合確保基金を別途、歳出で計上して

おります。

これに関しましては、先ほど御説明しました

とおり消費税の増税分３％分、これを原資とし

まして社会保障関係の充実をするということで、

この医療・介護について、今回、補正をお願い

しているわけでございますが、約９億のうち国

費が約６億、県費が約３億、２対１の割合で負

担することとなっておりまして、国から、正確

に言いますと５億9,000万円なんですけれども、

約６億が、今回、交付をされております。

一方、実はこの基金の対象となる事業につき

ましては、年度当初から約20事業ほど計上をし

ております。

ただし、その時点で財源がどうなるかという

ことがはっきりしておりませんでしたので、当

初予算の段階では全額を一般財源、県費で計上

をしておりました。

ようやく厚労省のほうで、この医療・介護の

総合確保事業に関する概要が固まり、３分の２、

約６億が国費として充てられるということがわ

かりまして、今回、その国費、約６億を充てる

ことによりまして、当初計上をしておりました

一般財源が押し出される形で不用となりました。

ただし、当初、約20事業ほどと申し上げまし

たが、そのうち今回それ以外に14事業を新規事

業─例えば県北で言いますと延岡市医師会の

ＣＴ、県西で言いますと国立都城病院の周産期

医療関係の事業、こういった新規事業を立ち上

げましたので、それに対しまして２億7,000万ほ

どの基金を充てました。この６億からその２

億7,000万を引きました、この３億2,800万円と

いうものが最終的に不用となりましたので、こ

れを当初予算で充てておりました県債管理基金

に積み戻すということで、今回この補正予算を

計上しているものでございます。

続きまして、議案第28号につきまして御説明

いたします。

恐れ入りますが、お戻りいただきまして常任

委員会資料14ページをごらんください。

議案第28号「当せん金付証票の発売について」

でございます。

この当せん金付証票というのは、いわゆる宝

くじのことでございます。

宝くじにつきまして、通常、昔からの富くじ

の流れから、勝手に販売することはできません。

法律で定められておりまして、議会の議決を得

た金額の範囲内で、しかも総務大臣の許可を受

けて発売することができるということになって

おります。そのために、今回この120億円という
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金額につきまして、議会の議決を求めるもので

ございます。

なお、この120億円という金額は、今年度、平

成26年度と同じ金額をお願いしているものでご

ざいます。財政課からは、以上でございます。

○甲斐市町村課長 市町村課であります。

常任委員会資料の10ページをお開きください。

議案第７号「宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する条例」でありま

す。

県では住民に身近な行政サービスは、できる

限り住民に身近な市町村で担うことを基本に、

市町村への権限移譲を推進しているところであ

ります。

１の改正の理由にありますとおり、今回、知

事の権限に属する事務について、その一部を希

望する市町村へ移譲するなど、所要の改正を行

うものであります。

改正の内容については、各所管課において、

それぞれの委員会で説明することとしておりま

すので、市町村課分について御説明いたします。

２の改正の内容にありますとおり、地方自治

法に定める「あらたに生じた土地の確認に関す

る事務」に係る届け出の受理及び告示に関する

事務を、新富町に移譲するものであります。

この事務は、海岸の埋め立てなど、さまざま

な事業における公有水面の埋め立てなどにより、

新たに永続的な土地が生じた場合に行うもので、

これまで市町村が県へ届け出を行い、県の告示

によって効力が生じておりましたが、事務の移

譲により新富町のみで完結することになります。

今回の改正に伴い、移譲市町村数は９市８町

となります。

また、３の施行期日は、平成27年４月１日と

しております。

なお、今回の条例改正の概要は、参考の１の

とおりであります。

11ページには、これまでの権限移譲の推移及

び市町村別の移譲事務数を記載しておりますの

で、後ほどごらんください。市町村課の説明は

以上であります。

○武田人事課長 人事課でございます。

議案の内容につきまして、お手元の委員会資

料で御説明をいたします。

15ページをごらんいただきたいと思います。

議案第39号「職員の給与に関する条例及び一

般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部

を改正する条例」についてであります。

まず、１の改正理由についてであります。

ことしの人事委員会による民間企業の実態調

査の結果、職員の給与が民間の給与を下回って

いたことから、人事委員会より、この格差を解

消するため、ことし４月にさがのぼって給与改

定が必要であるとの勧告があったこと等を踏ま

えまして、職員の給与に関する条例等について、

所要の改正を行うものであります。

次に、２の改正内容についてであります。

まず、給料等の月例給につきましては、（１）

のとおり勧告等に基づき、0.24％引き上げます。

具体的には、①の給料表につきましては勧告ど

おりの改定とし、世代間の給与配分の見直しの

観点から、若年層に重点を置いた引き上げを行

います。

次に、②の初任給調整手当につきましては、

医師及び歯科医師で医療職給料表（一）の適用

者について、その支給月額の限度額を41万2,200

円、また医療職給料表（一）適用者以外につい

て、その支給月額の限度額を５万300円にそれぞ

れ改正いたします。

次に、③の通勤手当につきまして、交通用具
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使用者にかかる月額について、使用距離区分に

応じ、国に準じて2,000円から最高３万1,600円

に改定いたします。

次に、（２）の特別給いわゆるボーナスにつき

まして、勧告等に基づき、勤勉手当の支給月額

を0.15月、再任用職員につきましては0.05月引

き上げを行います。具体的には、一般職員を例

にしますと、表の左側の改正後の欄にあります

とおり、平成26年度は６月期を既に支給済みの

ため、12月期の勤勉手当の支給月額を0.15月引

き上げ、0.825月とし、年間では3.95月から4.1

月となります。

また、27年度以降は、一番下の欄にあります

が、0.15月分を６月期と12月期の勤勉手当に割

り振り、それぞれ0.75月とし、年間では26年度

と同様の月数となります。

最後に、３の施行期日についてであります。

条例の施行は公布の日からとし、平成26年４

月１日に遡及して適用いたします。

ただし、特別給につきましては、平成26年度

分は平成26年12月１日から、また27年度以降分

につきましては、27年４月１日から適用をいた

します。

続きまして、ページをおめくりいただいて、

資料の16ページをお開きください。

議案第41号「議会の議員の給与等に関する条

例等の一部を改正する条例」についてでありま

す。

まず、１の改正理由についてであります。

県議会議員及び知事等の特別職の期末手当に

つきましては、これまでも国の指定職や特別職

に準じて改正してきたところでありまして、今

回、国の特別職等について支給月額の改定が行

われることから、これを踏まえ、所要の改正を

行うものであります。

次に、２の改正内容についてであります。

国の特別職等に準じて、本県の特別職の期末

手当の支給月額を0.15月引き上げます。具体的

には、表の左側の改正後の欄にありますとお

り、26年度につきましては、12月期の期末手当

の支給月額を0.15月引き上げ1.7月、年間で

は2.95月から3.1月となります。

また、27年度以降につきましては、表の一番

下の欄になりますけれども、0.15月分を６月期

と12月期に割り振ることとなります。

次に、３の改正を要する条例でありますが、

県議会の議員や知事など、３に記載しておりま

す６つの条例につきまして、改正を行うもので

あります。

最後に、４の施行期日についてでありますが、

公布の日から施行し、平成26年４月１日から適

用をいたします。

ただし、27年度以降分につきましては、平成27

年４月１日からの適用となります。

説明は、以上であります。よろしくお願いい

たします。

○松村委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。

まず、議案について質疑はありませんか。

○有岡委員 確認です。７ページにございます

債務負担行為は27年度から29年度のほうがわか

りやすいと思ったのですが、それは……。済み

ません、確認です。

○椎総務課長 予算の実際の動きは27年度か

ら29年度になりますけれども、実際26年度中に

さまざまな予算執行伺等を立てることになりま

すので、その関係で、全て26年度から29年度と

なっております。

○有岡委員 わかりました。

○十屋委員 指定管理者について、応募団体が
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１団体ということでしたが、現地説明会は５団

体が来られてますけど、どういう理由でほかの

団体は辞退されたのでしょうか。

○椎総務課長 私も現地説明会に行っておりま

したけれども、辞退された理由については確認

しておりません。

ただ、実際５団体あったということは、公募

自体は非常に効果が上がったと思っております。

ただ、現地説明会で、申請書の書き方とか、

あるいは実際の寮の状況等を御説明しました。

それまでは、特段、質問はなかったのですが、

恐らくいろんなことを考える中で、考えられる

のは、例えば、運動公園とかあるいは劇場みた

いな一般客を対象とした施設ではないというこ

とで、自主事業の範囲が非常に狭められてしまっ

て、収入が確保できないということ。それとも

う一つは、施設運営があるのですが、寮管理業

務がかなり大きなウエートを占め、学生たちの

生活指導まで含みますので、非常にその辺で、

手を挙げるにはどうかという部分があったのか

と感じております。各企業がどう考えられてこ

ういう判断をされたかは確認はしておりません。

以上です。

○十屋委員 １団体の場合も一応この300点に満

たないといけないので、ここの選定基準、審査

項目でずっとやっているわけですね。

○椎総務課長 一応１社の場合につきましても、

当然ある一定の基準をクリアしていただかなけ

れば、指定管理者としては指定できませんので、

そういう意味で、各委員60点の持ち点の５倍

の300点を最低基準として、これを条件としてお

ります。

○十屋委員 60点が最低基準で、81.8というの

が、それぞれの一人一人の平均値だということ

で出ているのですが、これは前回からすると伸

びているのですか。よく改善されている等、わ

かっていればちょっと。

○椎総務課長 今回は１社ということで、単純

には比較できないのですが、前回は２社応募が

ありまして、第１位はジャパンプロテクション

で、430点を超えてました。２位が380数点だっ

たと思います。

今回は400点ということで、点数は落ちていま

す。ただ、これはあくまで審査委員が比較対象

がない中で１社を見ており、各委員の点数も91

点から74点まで差がありました。そういう意味

では、いろいろな審査委員の判断基準もあるか

と思います。ですから、この400点をもって一概

に高い低いとは言えないと思います。

ただ、平均80点いっているということは、あ

る程度、各委員、評価はしていただいていると

は思っております。

○十屋委員 もう一つ、選定委員の方々は入れ

かえがあるわけですね。

○椎総務課長 前回との違いは、まず前回は県

職員が２名入っておりましたが、県職員は全て

省かさせていただいて、外部の委員になってい

ただいているということと、あと委員のメンバ

ーにつきましては、５人、全て入れかわってお

ります。以上であります。

○十屋委員 わかりました。

次、第７号議案の事務処理の権限移譲で、川

南町と新富町ですか、何か結構あるのですが、

これは今まで受けてなかった町が改めて手を挙

げるというのは、何か特別な理由があるのです

か。

○甲斐市町村課長 御指摘のように、新富町が

複数の事項で権限移譲を希望しております。

恐らく、住民に身近な行政であったり、事務

処理の効率化という観点で、役場全体で検討さ
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れた結果というのが一つあろうかと思います。

それと、新たに生じた土地の確認に関する事

務について、これは海岸部の埋め立てや、内水

面の埋め立てというときに、永続的な陸地がふ

える場合なのですが、海岸部でいいますと、唯

一、新富町だけが権限移譲を受けておりません

でした。ほかの海岸線の市町村は受けておりま

した。

そういうこともありまして、当面その公有水

面の埋め立てがあるということではなしに、権

限移譲は受けておこうという判断に立たれたも

のと思っております。

○十屋委員 いわゆる権限移譲も、町村にとっ

てはいろいろと負担が出てくるので、そのあた

りで県のほうから１事業について幾らかずつは

出すのでしょうけれども、ここの右の11ページ

の権限移譲の推移をずっと見せてもらうと、22

年ぐらいから200ぐらいふえてます。前も１回議

論したと思うのですが、なかなか手を挙げづら

い状況にあるのかなというのが正直な感想です。

これから県としては、これを身近な行政のほう

に持っていきたいというお考えですよね。

○甲斐市町村課長 御指摘のように、だんだん

権限移譲がほぼ終息しつつあると言ってはあれ

ですけれども、まだ事務数は相当あるわけです。

これ以上、思い切った権限移譲というのは、そ

れなりの判断が市町村にも必要かと思いますけ

れども、大体近づいてきていると。それとこれ

とは別に、国で法令移譲─もう希望するしな

いを別として、法律でもってもう完全に市町村

におろすというものも今ございますので、そう

いうのも見ながらの判断になろうかと思います。

○坂口委員 総務課長に考え方を。議案第13号、

指定管理者の選考、これはもう全般的なのです

が、これまでは県職の方が選考委員として入っ

ておられたということで、今度から完全に部外

者ですよね。

お金の支出が伴う契約に結びつく選考ですよ

ね。そのときにこの人たちは、何ら権限がない、

責任がないと思うのです。

ですから、県職員としての公権力を行使する

ことに当たる契約だと思うのです。それを決め

るのに、果たして第三者だけで本当にいいのか

というのが一つ。結果よしだったら、それも一

つあり得るかなと思うのですが、そこのところ

が一つ疑問なんです。そこらは基本的にはどの

ように考えておられますか。これは、お金の支

出の相手方を決める選考であり、かなり強い公

権力の行使に当たるものですから。

○椎総務課長 指定管理者の選定につきまして

は、行政経営課が、ある程度、方針を示します

が、その中で今の動きとしましては、選定委員

につきましては民間の方々、要するに東京学生

寮であれば、その管理運営に詳しい公認会計士

なり、あるいは実際、寮に入っている子供さん

方の父兄の方々、あるいはその出身高校の校長

先生とか、実際、子供たちが東京で生活する上

で、非常に密接な関係にある方々等をお願いし

まして、審査をしていただいております。

委員はそういう方々になっていただきまして、

県はどういうかかわり方をしているかといいま

すと、当然、選定に当たっての募集要件なり、

あるいは選定条件等、県が決定し、その上での

審査委員会での審査委員の判断ということにな

ります。ある程度、その辺の審査項目等や配点

等も全て県が準備いたしますから、その上で適

正な判断がなされていると考えております。

そういう意味では、第三者が見ても公平な審

査がなされ、適切な指定管理者が指定されてい

ると考えております。
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○坂口委員 そういう意味じゃなくて、これは

県のお金、公金を支出する相手方と業務内容等

を判断してそこに契約を結ぶという、公的な事

務の執行ですよね。だから、果たして公務員で

ない人が、決定していいのかというのが一つ。

もうちょっとわかりやすく言えば、結果よし

ならば、まあ理解できないでもないけれども、

県庁の職員が審査した場合と、この人たちがやっ

た場合に違いが出るのかということです。

今、言われるのが、より適切な相手方を選定

することができるというメリットがあるとすれ

ば─今まで県庁の職員が入っていたが、点数

が全くこの人たちと違うと。それを分析してい

くと、むしろ部外者が出した結論のほうが子供

たちのためにいいだろうとか、施設の今後の維

持管理にもいいからというのがあればわかると

いうことを言ってるのです。

だから、それにせざるを得ない、あえて公権

力がない人たちにその選考をして契約をせざる

を得ないところが、どこにあるのですかという

ことを聞いているのです。

○椎総務課長 回答になっているかどうかわか

りませんが、我々としましては、その選定委員

がそれぞれの専門的な立場から─今回の東京

学生寮で言えば、学生寮の選定を公平にやって

いただくと。我々は、それがイコール公権力の

行使に合致するというふうに判断して、お願い

をしているところであります。

○坂口委員 僕はそれは違うと思うのです。決

定権を持ってしまっているのです。この人たち

が出した点数で決まってしまう。

だから、その趣旨でいくならば、一つには比

較したときに、我々が今まで選んでいたところ

が、この人たちに委ねたら選定した相手方が違っ

た。本来、自分らが選考基準なり、評価項目を

決めたところに照らし合わせたときに、むしろ

部外者の選択のほうが正しかったというような

ものがあれば、一つは理解できるということを

言っているのです。

今の方法をされるとすれば、この方々はオブ

ザーバー的立場で判断に迷ったとき、どうでしょ

うということをそこに問い合わせて、それを持

ち帰って、県職の方の権限として、公金を支出

するべき相手方を決定する気はないのか、それ

が筋ではないでしょうかということ。だから公

権力の行使というのはそういうものではないと

思うのです。

例えば、土木工事なんかの入札でもそうだと

思うのですが、ちょっと違うのではないかな。

何か後でミスがあったときに、この人たちに

何かペナルティーがあるのかということです。

○椎総務課長 実際、指定管理者の候補者を、

今回、議会に提案させていただいております。

その中で今回、これまでの経緯、募集からヒ

アリング、そしてプレゼンテーション等も含め

た審査結果を議会のほうにお示ししまして、そ

して我々も説明させていただくと。その上で御

判断いただいて、指定管理者としてここで初め

て決定するわけですから、そこがやはり皆様方

の御意見を踏まえた上での決定ということで、

そこで審査が入るのではないかと理解しており

ます。

○坂口委員 それはちょっと違うですよ。我々、

ここに介入できないですよ。

我々はこれが気に入らないということで、蹴

ることはできるのですか。

それはちょっと違う。僕はそのメリットがど

こにあるのか、それで本当にいいのかというこ

とを一般論として聞いているのです。ここで議

論し合うのなら、また私もやり方がある。
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僕はこういったことで、財源というか県の税

金の支出のあり方をこの人たちに決めさせては

いけないという理由だけで、ここは同意できな

いです。そういう議論になっていけば。

公権力というのは、僕はそういうものではな

いと思う。我々はここが決まったことにこれ以

上の介入できない。それなら我々がその審査会

場に行って、そこで質疑なりをやらせていただ

くべきで、例えばこの中に知恵として県職の方

も従来どおり入ったらどうかとか、そういうこ

とで公権力の行使とは何ぞやということを、忠

実に履行できないかということを僕は言ってる

のです。

どちらが正しいかを議論し合うのだったら、

これなかなか難しくなっていきます。もう一回、

その説明を求めます。

○成合総務部長 坂口委員のおっしゃること、

私も十分わかります。最近の流れとして、どう

しても先ほど言われた入札にしろ、こういう指

定管理者にしろ、決定する場合に、決定機関と

第三者的な機関をつくることによって、公平性、

透明性がより確立されるという御意見も一部あ

ります。

議会の中にも、あるいはマスコミ、県民の皆

さんからもそういうお話もありまして、最近の

流れとして、議員のおっしゃっているような傾

向になっていると私も思います。

一方、御指摘のありましたように、決定する

機関と全く第三者機関が違うという場合に、最

終的な責任をどこが持つのかということだろう

と思います。

だから、やはり理論的には、性善説に立てば、

第三者機関できちんと審査していただいて、そ

れをもとにもう決定してしまうという流れがい

いのか。あるいはこういう採点は採点として、

評価は評価として、一応、参考にして決定する

場合に、どういう責任を我々執行機関が持って

決定するのか。これはなかなか難しい問題でご

ざいますけれど、その辺は今後研究していく必

要はあろうかと、私も感じているところでござ

います。

○坂口委員 この人たちの出した結論は、どう

もまずいぞという判断を行政がしたときに、客

観的に合格、不合格とするのは、やっぱり100点

満点の中の何点という、あくまでも数字的なも

のを示してしかできないと思うのです。

だから、この方々はアドバイザー的に審査し

ていただいて、それを参考に県が判断するんだ

というのは限界があると思うのです。

むしろ、そこで、真正を問われる可能性が出

てくると思うのです。

今まで県職も入って合同でやってた。ところ

が、どうも県庁の職員がやるのは、点数にばら

つきがあっていけないというので、理由を問い

詰めていくと、なるほど外部の人たちのほうが、

その正しい判断しているみたいだということが

あったのであればいいと思うのです。

だから、公平性だ、透明性だというものを担

保したければ、合同でやって、あくまでもこの

決定権の主導権は持つとなれば、メンバーの２

分の１以上はやっぱり県職員が占める。県職員

が、それなりのことをやったらどうですかとい

うことを言ってるのです。

そうすると全てに説明がつかないですか。な

ぜ外されたのかなって、何か外すべき理由があっ

たのかということを聞いてるのです。

○成合総務部長 今回の指定管理者の候補者選

定に当たりましては、行政経営課で、一括して

そういう指定管理の選定について基準を定めて

おりまして、先ほど私が申し上げましたように、
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どうしてもその決定する機関と採点、評価する

機関を分けるという流れの中で、今回の件につ

いては、そういった選定になったということで

ございます。

坂口委員が言われる最終的な責任という観点

からして、さらにその採点結果を踏まえて、先

ほど申し上げたようにどう決定していくか、あ

るいはいろんなやり方があると思います。

県職員が従来のように入るのか、あるいは採

点は採点として評価していただいて、最終的に

執行部でその採点、評価をもとに決定する方法、

いろんな方法があると思います。御意見承りま

して、今後、研究していく必要はあると考えて

おりますので、御理解いただきたいと思います。

○坂口委員 理解はしているのです。

ただ、時代の流れとか何とか言うけど、僕ら

は選挙で選ばれてここに来るのです。皆さんは

やっぱり厳格な試験をパスしてここに来るので

す。

だから、特別な公務員としての権力というの

は与えられているし、我々もそれをまたチェッ

クするなり、議決するなりの権利を与えられる。

この方々は、そういったこと何も通過してき

てないのですよ。ただ感覚的にいいものを持っ

ておられるかもわからない。だから、この感覚

を利用しないっていう手はないけれども、する

ならば決定するための意思の決定をする時点で、

やっぱりそういった選ばれた人たちが入ってい

るべきではないのかと。これは1,800万円という

金額だけど、これが芸術劇場になると、億とい

う金の歳出を決定するわけです。

それで、本当に時代の流れと言ってていいの

かということ。もうちょっと公務員の人たちは

公務員の人たちとして、プライドと自信を持っ

て仕事をやるべきだと。私たちももうちょっと

自分なりのプライドと責任を持ってやるべきだ

という、その原点を一般論として、今、問うた

のです。

だから、これ個別に言ってるのではなくて、

その流れがどうも理解できないというものがあ

るものですから。だから、もう御理解を賜りま

すにとめておきますけど、そこのところを真剣

に、全体を見ていただく必要があるのではない

かなと思います。以上です。

○松村委員長 ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、次に、その他報告事

項に関する説明を求めます。

○丸田防災拠点庁舎整備室長 防災拠点庁舎整

備室でございます。

総務政策常任委員会資料の17ページをお開き

いただきたいと思います。

防災拠点庁舎整備基本構想（案）について、

御報告をいたします。

まず、１の状況についてであります。基本構

想（案）につきましては、９月の総務政策常任

委員会におきまして、御報告をさせていただい

たところでございますが、その後、10月にパブ

リックコメントを行いますとともに、整備に係

る検討を進める中で基本構想（案）の記述を一

部修正をいたしております。

次に、２のパブリックコメントの概要でござ

いますが、募集内容は、防災拠点庁舎整備基本

構想（案）に対する意見でございまして、募集

期間は10月１日から31日までの１カ月間で実施

したところでございます。

その結果、（３）にありますように、４名の方

から15件の御意見をいただいたところでありま

して、意見の内訳につきましては、庁舎の基本

的な機能・性能等に関するものが４件、敷地の



- 42 -

平成26年11月26日(水)

利用方針等に関するものが７件などとなってお

ります。

いただいた御意見につきましては、（４）にあ

りますように、基本構想（案）の修正までは行

いませんけれども、今後、整備を進めていく上

での参考とさせていただきたいと考えておりま

す。

次に、３の基本構想（案）の修正についてで

ありますが、検討の進捗状況に伴いまして、２

つの点について修正を行っております。

18ページをお開きいただきたいと思います。

別紙１でございます。

表の中央に基本構想（案）の修正前、右側に

修正後の記述を抜粋しております。

まず、１つ目につきましては、パブリックコ

メントを実施したことに伴いまして、基本構想

（案）の１ページの２カ所につきまして、修正

・追加を行っております。

２つ目の修正は、現在５号館に入居しており

ます文書センターの移転先、移転時期について

であります。

これまで庁内のプロジェクトチームにおきま

して、検討を重ねてまいりましたが、その結果、

文書センターにつきましては、平成28年度中に

県庁６号館に移転する方向性としたところであ

ります。これに伴いまして、基本構想の25ペー

ジについて、その旨を修正をしたところであり

ます。

なお、お手元には、別冊資料といたしまして、

修正後の基本構想（案）をお配りしております

が、説明は省略をさせていただきたいと思いま

す。

再度、17ページをお開きいただきたいと思い

ます。

次に、４の今後のスケジュール予定でありま

すが、12月上旬に基本構想を策定をいたしまし

て、公表をしたいと考えております。

その後、公募型プロポーザルによりまして、

設計者を選定をいたしまして、今年度末、３月

末には委託契約を締結したいと考えております。

19ページをお開きいただきたいと思います。

設計者選定に係ります公募型プロポーザルの

実施方法等についてでございます。

１の業務の名称等、宮崎県防災拠点庁舎整備

に係る設計業務といたしまして、基本設計及び

実施設計を業務内容とし、予算額、約１億8,700

万、履行期間につきましては、契約日から平成28

年６月までの１年３カ月を予定をしております。

２の公募型プロポーザルの内容でございます

けれども、（１）の参加者につきましては、応募

資格につきまして、県内企業の受注機会の確保

の観点からも、設計共同企業体を応募資格とし

まして、構成員には必ず県内企業を含むことを

条件としたいと考えております。

（２）の選定方法につきましては、一次審査

と二次審査の２段階審査といたしまして、一次

審査におきまして、応募者の実施体制や配置技

術者の実績等につきまして書面審査を行いまし

て、二次審査に進むＪＶを選定いたします。そ

して二次審査におきまして、庁舎整備に係る技

術提案について、プレゼンテーションとヒアリ

ングによる審査を行い、一次審査の結果も加味

して、最優秀者と優秀者を選定したいと考えて

おります。

なお、公募型プロポーザルの具体的な実施内

容につきましては、現在、県土整備部とも協議

を行いながら検討を進めておりますが、業者の

選定に当たりましては、選定の公平性を十分確

保していきたいと考えております。

次に、３のスケジュールでありますが、平成27
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年１月初めに公告を行い、２月初旬に、一次審

査で二次審査に進む対象者を選定し、３月中旬

に二次審査を行い、最優秀者と優秀者を選定し、

３月末には委託契約を締結したいと考えており

ます。

説明は、以上でございます。今後とも早期整

備に向けまして取り組んでいきたいと考えてお

りますので、よろしくお願いをいたします。

○平原行政経営課長 今後の行財政改革の取り

組みについて御説明をいたします。

委員会資料の20ページをお願いをいたします。

初めに、１の新たな行財政改革プランの策定

に向けた取り組み状況につきましては、庁内の

ワークキンググループにおきまして、課題の整

理や素案の検討等を進めますとともに、広く県

民の皆様の御意見を伺うため、県民アンケート

調査を実施をいたしました。

まず、新たな行財政改革プラン策定の基本的

な考え方につきましては、21ページをごらんく

ださい。

これまでの取り組みといたしましては、左上

の欄にありますように、職員数の大幅な削減を

行いますとともに、これに伴う人件費の削減や

収支不足の圧縮などにより、財政改革も着実に

推進してきております。

このような中、右上の課題といたしましては、

職員数が減少する中で業務量が増加する一方、

多様化・高度化する県民ニーズへの対応を求め

られております。

また、財政的にも社会保障関係費の増加や県

有施設の老朽化等など、依然として厳しい財政

状況が続くものと考えております。

このようなことを踏まえまして、下の改革の

視点等の欄にありますように、今後は限られた

人員・財源の中で、多様化・高度化する県民ニ

ーズに的確に対応していくため、既存の人材や

ノウハウ、情報等の資産を最大限活用していか

なければならないものと考えております。

このため、現行プランの県総合計画の基本目

標である「未来を築く新しい「ゆたかさ」への

挑戦」を支える持続可能な行財政基盤の確立と

いう基本理念は継承しながら、改革の視点は、

左側の現行の３つの視点を、右側の見直し案の

とおり４つの視点に再編する方向で検討いたし

ております。

中でも、見直し案の２つ目の県政運営を支え

る人材づくりと県有財産等の資産の有効活用を

新たに起こしまして、既存の人材やノウハウ、

情報等の資源を最大限活用するための環境整備

に重点的に取り組んでいきたいと考えておりま

す。

今後、この基本的な考え方をベースに、新た

なプランの素案を策定し、２月議会の当委員会

で御報告をしたいと考えております。

次に、行財政改革に関するアンケート調査の

結果について御説明いたします。

22ページをお願いをいたします。

アンケートは１及び２に記載のとおり、９月30

日から10月29日までの１カ月間実施をいたしま

して、1,240人から回答をいただきました。

３の調査結果の概要につきましては、（１）か

ら（７）に記載のとおりでありますが、この中

で（４）、今後重点的に取り組むべき事項としま

しては、①の未利用資産の活用・売却など、自

主財源の確保が最も多く、以下、事務処理の廃

止、簡素・効率化、県民ニーズに応える県の政

策立案機能の強化などが多くなっております。

また、（７）、これからの行財政改革に求める

もの、アイデアや意見を自由に書いていただき

ましたところ、記載のとおり、県と市町村の役
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割分担の明確化や選択と集中による行財政改革

の推進、業務内容の簡素化と人員の適正化、人

材育成の充実、行財政改革に関する情報発信、

民間との役割分担や協働、女性職員の活躍でき

る環境整備、既存の公共物の活用や維持管理な

ど、さまざまな意見をいただいたところでござ

います。

これらの意見につきましては、今後、新たな

行財政プラン策定の参考にしていきたいと考え

ております。

資料の20ページに戻っていただきたいと思い

ます。

２の公社等改革指針の見直しについてでござ

います。

公社等改革につきましては、行財政改革プラ

ンの取り組みの一つということで、平成22年２

月に策定いたしました、新宮崎県公社等改革指

針に基づきまして取り組んできておりますが、

今年度で指針の推進期間が終了いたしますこと

から、行財政改革プランの策定に合わせまして、

指針の見直しを進めております。

まず、（１）の対象公社等の選定につきまして

は、現行指針で42法人を対象としておりますが、

これを点線の枠内に記載しております選定基準

に基づきまして、改めて選定をしたいと考えて

おります。

次に、（２）の推進期間といたしましては、新

たな行財政改革プランの推進期間に合わせて期

間を設定したいと考えております。

また、（３）の数値目標につきましては、点線

の枠内に記載しております現行指針の目標数値

でございます対象公社数、県職員の派遣数、県

財政支出額の３項目について、26年度を基準と

した新たな数値目標を設定したいと考えており

ます。説明は以上でございます。

○鶴田税務課長 委員会資料の23ページをお願

いいたします。

税務課から、宮崎県産業廃棄物税条例の施行

状況及び今後の方針等につきまして、御報告を

させていただきます。

今議会の環境農林水産常任委員会におきまし

て、環境部局より、産業廃棄物税の今後の方針

等につきまして報告がなされておりますことか

ら、税条例を所管しております当課におきまし

ても御報告をさせていただくものであります。

まず、１の産業廃棄物税条例についてであり

ますが、産業廃棄物税は、平成17年４月から九

州一斉に導入した法定外目的税で、条例により

まして、５年を目途に検討を行うこととしてお

ります。

前回、平成21年度に検討を行い、所要の条例

改正の上、税制を継続したところでございます。

今回、さらに５年が経過することから、検討を

行ってきたところでございます。

次に、２の検討結果の概要ですが、次の24ペ

ージ、25ページに、環境農林水産常任委員会の

報告資料がございます。こちらのほうで御説明

をさせていただきたいと思います。

検討結果につきましては、25ページの（７）

今後の方針等の①検討結果に記載をしていると

ころでございます。

産業廃棄物税の導入によりまして、税の目的

であります産業廃棄物の排出抑制、再生利用の

促進等がおおむね順調に進んでいるほか、多く

の排出事業者の排出抑制等に取り組む意識づけ

となっているなど、一定の効果が見られるとこ

ろでございます。

したがいまして、平成27年度以降も産業廃棄

物税を継続することにより、循環型社会の形成

をさらに推進する必要があるということ、また
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九州各県におきましても産業廃棄物税を継続す

る方向で検討されていることから、本県におき

ましても税制を継続することとしたいと考えて

おります。

資料23ページに戻っていただきまして、最後

の３でございます。

今後の方針等についてでありますが、今議会

における報告結果を受けまして、条例改正案を

次の２月議会に上程をさせていただきたいと考

えております。説明は以上でございます。

○松村委員長 その他の報告事項に関する説明

が終わりました。

質疑等はございませんか。

○十屋委員 まず、防災拠点庁舎整備基本構想

（案）について、この前からもいろいろと御説

明いただき、今度は詳しく写真つきであります

ので、ようやくここまできたという感じはいた

しております。

あとは、ＪＶでやったりとか、そういうこと

をしっかりとやっていただくことと、大事な資

料であり、５号館のあり方もいろいろと御意見

があったので、24ページにいろいろ保存の方法

とか書かれていて読ませていただきましたけれ

ども、外壁とかを有効に活用していただき、書

類が６号館に移されるということですので、そ

のあたりをしっかりとやっていただければと

思っております。

それともう一つ、この前、御説明いただいた

ときもお話したのですが、防災拠点庁舎はこれ

がスタートで、周りにある４号館、６号館、７

号館、全て、ある一定の時期が来たら─我々

がいないときかもしれないけれども─改修と

かいろんなことをやらなければいけない時期が

来ると思うのです。

だから、そういう一体的な県庁の周りの建物

の配置─それはここにも書いてありますけれ

ども、やっぱり一体感が出るような配置で、そ

していざ何か災害があったときには、有効なス

ペースを十分に使えるようにやっていただきた

いと思っています。

一度建てると、何十年も建てかえというのは

あり得ないわけで、ほかのところは今からどん

どん発生しますから、そういうものを含めて20

年先、30年先には何かやらなければいけないと

思うので、そのときのために空間をどのように

使うか、そしてその空間を人が集まりやすいよ

うな配置でやったりとか、例えば観光に役立て

るような防災拠点庁舎ができれば、それと同じ

ようなイメージ的な構想とか、長期的な視点で

もって、庁舎の配置をぜひ念頭に置いていただ

きたいと思います。

ですから、今の５号館を壊して南側に建てる

のであれば、それなりのスペースも確保できる

でしょうから、そういうものと日本庭園とか、

ほかのバランスを十分にとってほしいと思いま

す。

中身についてはもう検討されていますので、

ここで議論することはないと思います。私から

は要望でとめておきたいと思います。

それから、行財政改革について、雑巾を絞っ

て絞って絞り尽くして、まだ絞らなければいけ

ないという苦しさは十分にわかるのですが、反

面、よく言われるように、業務量が多くなって、

一人がどの程度の業務量を抱えているのか我々

わかりませんけれども、ある程度のところで

─もうこれ以上、人を減らすのか減らさない

のかという議論をよくさせてもらいますが─

基本的に考えて県民サービス、それからいろん

な意味で、無駄はもちろん省かないといけない

のですが、これからのワークライフで残業も減
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らしましょうと。じゃあ、どうやってやるのか

という話になってくるので、その辺のところも

十分に、この計画づくりをするときには検討し

てほしいと思います。

そうしないと、人を減らしたが仕事は行えな

いでは何もなりませんし、行革を知らない人が

ほとんどだというのがちょっと残念ですよね。

そのあたりは、県民の皆さんに広く理解して

いただくと、これから行革の求めるいろんなア

イデアとか意見等も出てくるのかなと思います

ので、ある種そのＰＲを……。行革、このよう

なことをやってますということを県の広報紙で

もいいし、何かの媒体を使ってやられたらいい

と思います。

あと、表にありますように、引き続き行財政

改革推進が必要というのは、どうしても外せな

いと思うので、しっかりやってほしいと思いま

す。

それと、質問。見直し案の改革の視点を３つ

から４つにしたという、県政を支える人財づく

りと県有財産等の資産の有効活用はここに書い

てあるとおりなのでしょうが、あえてここへ特

出ししたというのは何かあるのですか。

○平原行政経営課長 先ほどお話もありました

ように、人員削減をしてくる中で、一人一人の

業務量も非常にふえてきているのだろうと思い

ます。

そういう中で、どうしても人を今まで─こ

れは平成17年に国が集中改革プランというのを

立てまして、数値目標を出して今までずっと10

％以上減らしてきたわけですが、今後なかなか

少なくとも今までのようには減らせない中で、

どうやっていくのかというと、どうしても今あ

る資産をいかに有効活用するかということでご

ざいます。中身的には今まであったものをある

程度集めて、それを重点的にやっていこうと。

その中には女性の活用とかも含めて今回は考え

ていこうということで、別途、柱立てをして重

点化しようという考え方でございます。

○十屋委員 女性の活用というと、聞き方によっ

ては女性が働いてないような聞かれ方もするの

だが、決してそうではないと思うのです。やっ

ぱりマンパワーとして県民サービスをやってい

ただかなければいけないので、ここにも書いて

ありますけれども、やっぱり一人一人の能力あ

る皆さんがさらに能力を高めていただいて。一

人でする仕事を1.5倍まではならないかもしれな

いけれども、1.1倍とか1.2倍ぐらいまで─ま

たその能力が高まるような人財を育てていくシ

ステムとかは、当然あるのですが、そのあたり

でしっかりと人づくりを効率よくやっていくし

かないと思っています。もういろんなところで、

この行革だけじゃなくて、フードビジネスの話

も人づくりだし、教育も人づくりだし、県全体

の人づくりというのが大きな柱ですから、その

あたりを見据えてしっかりやってほしいと思い

ます。

これはもう要望で。私からは以上です。

○有岡委員 毎回、質問しておりますのでお尋

ねしたいと思います。６号館に移転するという

ことで方針が出されましたので、コンセプトに

ついてお尋ねしたいと思います。一時的なもの

でなければ、ある程度、長期的にここで補完し

ていくという考え方だと思うのですが、例えば10

年、15年、ここで十分対応できるというコンセ

プトをお持ちなのか。

○椎総務課長 10年、20年というスパンのお話

の前に、今回５号館の解体ということで、現文

書センターをどこに移すかというお話がござい

まして、まず現有施設をいかに確保するか、そ
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の規模を確保するかということを前提に考えさ

せていただきました。

その上で、今、委員から御指摘のありました20

年、30年というお話もあると思います。そこも

含めて、文書センターあり方等検討会の中で議

論をさせていただいたところでございます。ま

ず６号館への移転につきましては、今の文書セ

ンター、約1,120平米ありますが、この施設の機

能を確保するということで、同じ規模の６号館

に移すということを考えています。

これで見ますと、恐らく毎年1,000冊の公文書

がふえてまいりますので、５年程度の確保は十

分できると思っております。

ただ、それ以後の施設につきましては、まさ

しく４年後には防災拠点庁舎ができ上がり、そ

の上に、今後は県庁舎全体のあり方も議論され

ていくと思います。

そういう中で、文書センターのあり方等も継

続して議論していくということで。まずは今の

施設の機能を維持するということを前提に考え

ております。

○有岡委員 ありがとうございました。

それと、行政経営課の20ページの関係でお尋

ねしたいと思います。ワーキンググループの設

置ということが書いてありますが、要は人材育

成というコンセプトでお話したいと思います。

このワーキンググループというのが、どういっ

た人材がいらっしゃるのかお尋ねしたいと思い

ます。

○平原行政経営課長 これは庁内のワーキング

グループでございまして、総務部の総務・職員

担当次長をトップといたしまして、各連絡調整

課長、財政課長、人事課長と関係課長、全体で20

人で構成しております。

○有岡委員 例えば、若い世代のこれから10

年、20年先を背負っていくような人材、こういっ

た人たちもこういう今の現状を知るという意味

で、入っていくようなチャンスはないものかお

尋ねいたします。

○平原行政経営課長 行革プランの案自体につ

きましては、各部の取り組みをやっていくとい

うことで、それなりの責任者を集めて意見を集

約した形で、そのワーキンググループで出して

いただいております。

それ以外に、先ほど、県民アンケートを御説

明いたしましたが、県職員にもそれぞれアンケ

ートという形で意見を伺いながら、進めている

ところでございます。

○有岡委員 要望といたしますが、ぜひ若い世

代の人間が、この実態を知った上で20年先のこ

の改革を─ここ５年、10年ずっと続いていく

わけですので、やはり中身は知るようなチャン

スがあって、自分たちが管理職になるときの一

つのテーマとしてずっと持ち続けていただける

ような、そういう若い人を育てるような仕組み

も、また行政経営課のほうで検討いただけると

ありがたいと思っております。以上です。

○坂口委員 産業廃棄物税関係でちょっとお尋

ねいたします。一つの期間が過ぎて、次の段階

に入っていって継続するということになるので

しょうけれども、まず課税をするということで

抑止力の効果がありますよね。出すほど税がか

かると。また使途目的で、ダブルで抑止力を高

めてるのでしょうけど、この使途目的とダブル

で抑えなければ、この抑止力がきかなくなるの

かなという判断と、もう一つは、もう少し使途

の目的を広げて、環境全体に使えるというよう

なことは考えられないのか。

具体的には、例えば沿道修景美化や、この前

の松くい虫対策、やらなければいけないとわかっ
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てるけれども、どうしても財源が確保できない

というような、やれば効果が出る、やりたいと

いうようなものが結構ある。

せめて、この産業廃棄物を環境問題として捉

えて、やっぱり生活に身近な、最も緊急性のあ

るような環境分野にまで、その使途範囲を広げ

たときに、この年間２億5,000万前後の税をそち

らに回すことによって抑止力がきかなくなれば、

本来の目的が達成できないのですが、そこらは

どうでしょうか。１回ぐらい検討をしていただ

けないか。

○鶴田税務課長 いわゆるこの産業廃棄物税

が10年近くかかってますけれども、一つ、その

導入をした効果という観点から申し上げます。

資料では25ページの税の導入の効果というとこ

ろがございます。（６）のところで①でございま

すけれども、排出量自体につきましては、表に

ありますとおり、平成16年度が全体で188万1,000

トンという排出量になっております。それが、

平成20年度が203万8,000トン、それから平成24

年度が210万2,000トンと、年々、排出量は増加

をいたしております。

その横、白い枠に入っておりますけれども、

再生利用をして減量化といいますか、リサイク

ルをしている部分につきましては、平成16年度

が73万8,000トン、それから20年度が85万1,000

トン、それから24年度が100万1,000トンとなっ

ております。それ以上にそのリサイクル、再生

に係る数量がふえておりまして、そういった意

味では非常に減量化といいますか、実際に廃棄

ではなくて有効活用をしている部分がふえてき

ております。

そういった意味では、一番右のほうにありま

すように、最終的に最終処分量につきまして

は、19万トンであったものが、平成24年度が15

万6,000トンとなっており、税の効果というのは

非常に上がってきているという状況でございま

す。

それから、この税収につきましては、目的税

でありますので、産業廃棄物税の排出抑制ある

いはリサイクル促進という観点で、そういった

ものに基金、事業を環境のほうで整理している

ものがあります。それに関しましては②のとこ

ろにありますように、一つの例で入れておりま

すけれども、不法投棄の件数につきまして、平

成20年度以降、減少傾向となってきているとい

うことで、この税を財源として実施をしており

ます監視指導体制や、普及啓発、環境教育の事

業等の効果のあらわれではないかと、環境の部

局では整理している状況でございます。

それと、③にありますように、排出事業者の

意識づけのところでありますけれども、これに

つきましても８割を超える事業者の方が、この

税の導入についてリサイクル等の動機づけに

なったというような調査結果も出ております。

そういったような一定の効果が出てきたと思っ

ています。

それで、この税に対するいろんな御質問があ

りまして、さらにいろんな環境の部分に活用が

できないのかどうかということでありますが、

実際に、私どもは税制という観点で仕事をさせ

ていただいておりますので、この辺につきまし

ては、委員からそういうお話があったというこ

とにつきまして、環境部局に対しましても、話

をつないでおきたいということでお願いしたい

と思います。

○坂口委員 なかなか判断が難しいでしょうけ

れども、これまでは誘導的に補助金を出したり、

あるいは設備を整えさせたりすることを促進す

ることで、最終処分場への持ち込み量が減って
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きたと思うのです。

その中では、今、説明がありましたように、

一つの意識への動機づけは積極的に我々の責任

でそれを進めていかないといけないというのと、

一般廃棄物も含めてですけれども、リユース、

リサイクルというものが、もう時代の流れで、

そういう意識が、一人一人にやっぱり醸成され

てきているというのも確かにあるのではないか

なと。

だからそこで、この誘導策として徴収した税

を再投資していくということをちょっとそのさ

じかげんというか、それを少し少なくしたとき、

あるいはなくしたときに、せっかく醸成してき

た意識づけというのが、またばらけてなくなっ

てしまえば、どうしようもないのですが、もう

少し広くこの環境というものに対して、あるい

は生活というものに対して、有効に投資できな

いかと。そのために、この税の目的を見直せな

いかというのが一つなのです。

その一方で、今後、新たに例えば今のソーラ

ー発電みたいなものですが、廃棄物なりの処分

のあり方とか見てみますと、草を生やさないた

めに、下のほうに鉄鋼スラグなんかをクラッシャ

ーのかわりに入れてるところとか、また新たな

問題を提起しそうなものも時代とともに出てき

てるのです。

こういったところへの人的なものを含む監視

体制、指導体制というのも必要ということで、

それから税をどうするというのは、引き続きや

るんだということをやられる節目ですから、時

代の先を見越し、あくまでも、廃棄物に直接係

るところへのサービスの還元というのが最優先

でしょうけれども、そこで余力なりが見い出せ

れば─少し財源も残ってきてるみたいですし、

そこらをちょっと今後、ぜひまた担当課にでも

情報を伝えていただいてやっていただければと。

○松村委員長 ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 その他の報告事項につきまして

は、これで終わりたいと思います。

次に、請願の審査に移ります。

請願第38号、第59号については、県執行部の

所管ではございませんので、執行部からの説明

は省略いたします。

請願第57―１号について、執行部からの説明

はございませんか。

○武田人事課長 執行部からの説明は特にござ

いません。

○松村委員長 それでは、委員の皆様から、請

願第38号、第57―１号、第59号、請願について

の質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 質疑がないようですので、次に

移ります。

最後に、その他で何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、以上をもって総務部

を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時33分休憩

午後２時42分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案等

について、執行部の概要説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○舟田会計管理者 まず初めに、10月10日付で

幹部職員の異動がありましたので、この場をお
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かりしまして紹介をさせていただきたいと存じ

ます。

後ろにおりますのが、会計管理局次長の酒井

でございます。

○酒井会計管理局次長 酒井です。よろしくお

願いいたします。

○舟田会計管理者 それでは、会計管理局の平

成26年度11月補正予算につきまして、御説明い

たします。

歳出予算説明資料、議案第34号の会計管理局

の赤のインデックス、ページで言いますと237ペ

ージをお開きいただきたいと存じます。

会計管理局は、表にありますとおり292万3,000

円の増額をお願いしております。この結果、補

正後の予算額は、その右２つ目の欄になります

が、４億9,568万6,000円となります。

次に、内容につきまして御説明申し上げます。

241ページをお願いいたします。

今回お願いいたします補正は、表の下の段、

（目）一般管理費、（事項）職員費になりますが、

これは人事委員会勧告に基づく職員の給与改定

等に伴う人件費の補正でありまして、議会及び

県民の皆様に、給与改定に伴い必要となる人件

費の総額を明らかにするため、その所要額を計

上しております。

主な補正の内容は、給料等の月例給が0.24％

の引き上げ、特別給である勤勉手当が0.15月の

引き上げであります。

会計管理局は以上でございます。御審議のほ

ど、どうぞよろしくお願いいたします。

○亀田人事委員会事務局長 それでは、人事委

員会事務局の平成26年度11月補正予算につきま

して、御説明申し上げます。

同じく歳出予算説明資料の265ページをお開き

いただきたいと思います。

補正額の欄でございますが、124万3,000円の

増額をお願いしておりまして、この結果、補正

後の額が１億3,842万6,000円となります。

269ページをお開きいただきたいと思います。

その補正の内容でありますが、全て（事項）職

員費の124万3,000円の増額補正でございます。

これは、人事委員会勧告に基づきます職員の給

与改定に伴う人件費の増額補正でありまして、

その給与改定の内容につきましては、ただいま

会計管理者が説明したとおりでございます。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

○小八重監査事務局長 では、監査事務局の平

成26年度11月補正予算について、御説明申し上

げます。

歳出予算説明資料の259ページをお開きくださ

い。

左から２番目の補正額の欄でございますが、

総額で166万4,000円の増額をお願いいたしてお

ります。この結果、補正後の予算額は、右から

３列目の欄になりますが、２億1,500万2,000円

となります。

次に、補正の主な事項について御説明を申し

上げます。

263ページをお開きください。

ページ中ほどの（事項）委員報酬でございま

す。これは常勤監査委員の期末手当の改定、具

体的には0.15月分の引き上げによる増額補正で

ございます。

次に、下の欄、（事項）職員費でございます。

これは人事委員会勧告に基づく職員の給与改定

に伴う増額補正でございます。

給与改定の内容につきましては、先ほどの会

計管理者の説明のとおりでございます。

説明は以上でございます。審議のほど、よろ
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しくお願いいたします。

○大坪議会事務局長 それでは、議会事務局の

平成26年度11月追加補正予算につきまして、御

説明をいたします。

歳出予算説明資料の１ページをごらんくださ

い。

補正額の欄でございますが、798万9,000円の

増額補正をお願いしておりまして、この結果、

補正後の予算額は11億43万8,000円となります。

内訳につきまして、５ページをごらんくださ

い。

まず、５段目になりますが、（事項）議員報酬

でございます。これは県議会議員の期末手

当、0.15カ月分の引き上げに伴います539万1,000

円の増額補正であります。

県議会議員の期末手当につきましては、知事

などほかの特別職と同様、毎回、国に準じて改

定しているところでありまして、今回も同じ理

由によるものでございます。

また、その下の（事項）職員費でございます。

これは、事務局職員の給与改定等に伴う259

万8,000円の増額補正でありまして、理由等につ

きましては、会計管理者等から説明があったと

おりでございます。説明は以上でございます。

○松村委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。

委員の皆様の質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 質疑もないようでございます。

それでは、以上をもって会計管理局、人事委

員会、監査事務局、議会事務局を終了いたしま

す。

執行部の皆様、御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時49分休憩

午後２時55分再開

○松村委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うということになっておりますので、

あした行いたいと思います。

開会時刻は13時30分としたいのですが、よろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、そのように決定いた

します。

そのほか何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 何もないようでしたら、本日の

委員会を終了したいと思いますが、よろしいで

しょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、以上をもちまして、

本日の委員会を終わります。

午後２時55分散会
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午後１時29分再開

出席委員（８人）

委 員 長 松 村 悟 郎

副 委 員 長 河 野 哲 也

委 員 福 田 作 弥

委 員 坂 口 博 美

委 員 井 本 英 雄

委 員 十 屋 幸 平

委 員 田 口 雄 二

委 員 有 岡 浩 一

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

事務局職員出席者

政策調査課主査 大 峯 康 則

議事課主任主事 田 代 篤 生

○松村委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案等の採決を行います。

議案等につきましては、議案ごとがよろしい

でしょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、一括で採決いたしま

す。

議案第１号、第６号、第７号、第12号、第13

号、第28号、第29号、第34号、第39号及び第41

号について、原案のとおり可決することに御異

議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 御異議なしと認めます。よって、

議案第１号ほか９件については、原案のとおり

可決すべきものと決定いたしました。

次に、請願の取り扱いについてであります。

まず、請願第38号「所得税法第56条の廃止を

求める旨の意見書を国に提出することを求める

請願」の取り扱いは、いかがいたしましょうか。

〔「継続」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、お諮りします。

請願第38号を継続審査とすることに賛成の方

の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○松村委員長 挙手多数。よって請願第38号は、

継続審査とすることに決定いたしました。

次に、請願第57号―１「勤務獣医師の人材確

保対策等についての請願」の取り扱いは、いか

がいたしましょうか。なお、この請願は、環境

農林水産常任委員会にも付託されております。

〔「採決」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、請願第57―１につい

ては、採決との意見がございますのでお諮りし

ます。この際、請願を採決することに御異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、請願第57―１号の賛

否をお諮りします。

請願第57―１号については、採択すべきもの

とすることに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○松村委員長 挙手全員。よって、請願第57―

１号は、採択とすることに決定いたしました。

ただいま請願第57―１号が全会一致で採択と

なりましたが、請願第57―１号は、意見書の提

出を求める請願であります。お手元に配付の勤

務獣医師の処遇改善を求める意見書（案）につ

いて、何か御意見はありませんか。

暫時休憩いたします。

午後１時32分休憩

平成26年11月27日(木)
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午後１時34分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

お諮りいたします。意見書の内容につきまし

ては、意見書（案）のとおり当委員会発議とす

ることに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 御異議ございませんので、その

ように決定いたします。

暫時休憩いたします。

午後１時34分休憩

午後１時36分再開

○松村委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

ここでお諮りいたします。環境農林水産常任

委員会において、全会一致で決定し、かつ請願

事項１から３をあわせた一つの意見書とするこ

とについて了解が得られた場合は、当委員会と

しても一つにまとめた意見書とすることで御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、請願第59号「登記の事務、権限等の地

方への移譲に反対する意見書提出についての請

願」の取り扱いは、いかがいたしましょうか。

〔「採決」と呼ぶ者あり〕

〔「継続」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、お諮りします。

請願第59号を継続審査とすることに賛成の方

の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○松村委員長 挙手少数。よって、請願第59号

を継続審査とすることは否決されました。

ただいま継続審査とすることは否決されまし

たので、これからは採択または不採択のいずれ

かをお諮りすることになります。

ここで継続に賛成した委員にお諮りしますが、

これからすぐに採決してもよろしいでしょうか。

〔発言なし〕

○松村委員長 御意見がないようですので、そ

れでは請願第59号の賛否をお諮りしたいと思い

ます。

なお、態度保留の場合は、退席したものとみ

なしますので御了承ください。

請願第59号について、採択すべきものとする

ことに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○松村委員長 挙手多数。よって、請願第59号

は、採択とすることに決定いたしました。

ただいま請願第59号が賛成多数で採択となり

ましたが、請願第59号は意見書の提出を求める

請願であります。委員会発議として提出する場

合は、全会一致の決定が必要でありますので、

今回、委員会発議については見送ることといた

します。

なお、この意見書（案）の取り扱いについて

は、それぞれの賛成会派または賛成議員で、提

出について御検討いただくこととなりますので、

よろしくお願いいたします。

次に、請願第60号「高等学校の公私間格差解

消のため、私学助成の増額を求める請願」の取

り扱いは、いかがいたしましょうか。

〔「採決」と呼ぶ者あり〕

〔「継続」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、お諮りします。

請願第60号を継続審査とすることに賛成の方

の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕
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○松村委員長 挙手少数。よって、請願第60号

を継続審査とすることは否決されました。

ただいま継続審査とすることは否決されまし

たので、これからは採択または不採択のいずれ

かをお諮りすることとなります。

ここで継続に賛成した委員の皆様にお聞きし

ます。

これからすぐ採決してよろしいでしょうか。

〔発言なし〕

○松村委員長 特に意見ございませんので、そ

れでは請願第60号の賛否をお諮りいたします。

なお、態度保留の場合は、退席したものとみ

なしますので御了承ください。

請願第60号について、採択すべきものとする

ことに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手なし〕

○松村委員長 挙手なし。

念のために、反対採決を行います。請願第60

号について、不採択とすることに賛成の方の挙

手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○松村委員長 挙手多数。よって、請願第60号

は、不採択とすることに決定いたしました。

それでは、次に委員長報告骨子（案）につい

てであります。

委員長報告の項目として、特に御要望等はあ

りませんか。

暫時休憩します。

午後１時42分休憩

午後１時50分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

それでは、委員会報告につきましては、正副

委員長に御一任いただくことで御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りしま

す。

総合政策及び行財政対策に関する調査につき

ましては、継続審査といたしたいと思いますが、

御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 御異議ありませんので、その旨、

議長に申し出ることといたします。

暫時休憩いたします。

午後１時51分休憩

午後１時51分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

１月29日、木曜日の閉会中の委員会につきま

しては、委員会を開催することに御異議ござい

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

そのほか何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 何もないようですので、以上で

委員会を終了いたします。

午後１時52分閉会


